
等々力緑地再編整備・運営等事業

入札説明書等に関する個別対話結果

（令和４年９月14日修正）

川　　崎　　市

令和４年７月22日



令和4年9月14日_修正
■個別対話における確認事項への回答

1 入札説明書 14
2(11)
2(12)

事業期間終了
時

自由提案施設や事業者所有の什器備品等については、①事業終了時に
残存価値で貴市又は貴市が指定する第三者が買い取り義務を負う、ま
たは②事業者による継続所有が確保される内容として頂けますようお
願い申し上げます。事業終了時の原状復帰を原則とすると、事業終了
が近づくほど投資回収ができないこと理由として新たな投資がしづら
くなります。結果、等々力緑地全体の魅力低下や安全性の低下を招く
結果となり得ます。継続的な公園運営の観点からご検討をお願いいた
します。

自由提案施設及び事業者の所有する自由提案施設以外の資産につい
て、事業契約書（案）で定める市又は市の指定する者において必要と
認めるか否かの本市の判断については、
・事業終了日後も受益が継続することが期待されること
・事業終了日後も等々力緑地再編整備実施計画その他等々力緑地等に
関する市の施策に合致した活用が可能であると見込まれること
等の諸般の事情についても十分に考慮します。

2 入札説明書 15 2(13)ウ 自主事業収入

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（入札説明
書）No.29,31にて回答を頂いていますが、ネーミングライツ収入の貴
市への納付については、あらためて「営業費用控除後の利益に対して
50％」としていただけませんでしょうか。独立採算が求められるスタ
ジアム・アリーナの運営事業におきましては、広告料やネーミングラ
イツ収入をはじめとする施設利用料や入場料収入以外の収益源の有無
が、事業の成否を分けるキーファクターとなります。営業活動や命名
権取得法人との契約交渉等全て事業者が負担する費用と労力は決して
小さくありません。金額次第では赤字となる可能性もあり、貴市・事
業者双方にとって良い結果をもたらしません。スタジアム・アリーナ
が事業期間を通じて競争力を維持し、プロフィットセンターとして持
続可能な運営をするために、収入ではなく利益をシェアする仕組みと
することを再度ご検討頂けますようお願い申し上げます。ネーミング
ライツ及び広告に関し、事業者から見た場合の費用負担が重く、リス
クに見合う採算が見込めない主因となっている状況です。

要求水準書に記載のとおりとします。

3 要求水準書 9 第１ 3.7

スタジアム・
新陸上競技場
の工事工程の

条件

要求水準において「各利用者団体と調整した上で、一定期間施設の利
用を停止することも可能とする。」とございますが、提案前に調整す
ることは困難です。スタジアム改修と陸上競技場新設について、早期
開業や近隣住民への負担軽減を鑑み、工事期間を短縮するため、利用
できない期間を設けた提案を可能とさせていただけますでしょうか。

要求水準書第１ 3.7 に記載のとおり、「既存施設の機能の提供する
ことを基本」としますが、「各利用者団体と調整した上で、一定期間
施設の利用を停止することも可能」とし、これを踏まえた提案も可能
と考えています。
なお、本市といたしまして、どの施設をどの期間停止するのか等詳細
は今後明らかになるものと考えており、利用者団体との調整により提
案と異なる対応が必要になることも想定されますが、対応については
利用者団体、事業者及び本市等関係者間の協議により定めるものと考
えています。

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

4 要求水準書 42
第３ 2.1.2

１）
釣り池浮桟橋

の条件

「釣場、浮桟橋等を整備すること」について、「浮桟橋は新設整備」
と回答をいただきましたが、新設による機能向上等が期待できる整備
内容でないため、事業者選定後に既存の浮桟橋の安全性を確認の上、
既存施設を活用する提案を認めていただけますでしょうか。

提案は可能です。
ただし、事業期間内に架け替えが必要となった場合の対応（含む費
用）は事業者になると考えています。

5 要求水準書 49 第３ 2.7.2
多摩川連絡橋

の条件

下水処理施設連絡橋について、敷地北西側に既存の歩道橋が近接して
おり、こちらを連絡路とし活用することも提案可能とさせていただけ
ますでしょうか。

要求水準（下水道処理施設連絡橋の整備、歩行者用の橋として整備、
多摩川からの流れに沿った景観等）を満たすことを前提として、提案
は可能とします。
なお、事業者の検討により、事業契約書（案）第10条の規定に基づく
協議の対象とする場合もあります。

6 要求水準書 70 第４ 2.1.6
スタジアムサ
イドバックス
タンドの条件

スタジアムについて、全席を屋根で覆うこととされておりますが、
フィールドに近い観戦席の設置や天然芝の育成等を鑑み、事業者が川
崎フロンターレとの協議により了解を得ることを条件に、屋根で覆わ
れない席も収容人員に算定可としていただけますでしょうか。

Ｊリーグスタジアム基準を満たすことを前提として川崎フロンターレ
との協議により了解を得ることを条件に提案することは可能です。
ただし、事業期間内に川崎フロンターレとの協議により当初提案の変
更が必要となった場合の対応は事業者になります。

7 要求水準書 84 第４ 2.3.4
陸上競技場メ
インスタンド

の条件

陸上競技場について、メインスタンドの全席を屋根で覆うこととされ
ておりますが、雨天時の利用は限定的と想定され、急な雨天時対応と
してコンコース含めた退避が可能な計画として、屋根の設置を限定的
にした提案も可としていただけますでしょうか。

公認陸上競技場の規定には「少なくともメインスタンドは、1,000人
程度で屋根付きを希望する。」とありますが、これまでの関係団体と
の調整により、市内中学校の大会で競技や観戦する生徒数を考慮し、
日除けや雨天時に退避できる最小限のスペースとして要求水準で3000
人分の屋根付きとしております。変更はできません。

8 要求水準書 85 第４ 2.3.4
陸上競技場ト
ラックの条件

陸上競技場について、レーン数の増加による北側の森への整備影響等
を鑑みて、新陸上競技場も現状と同様に８レーンでの整備を可として
いただけますでしょうか。

本事業では、現在の陸上競技場と補助競技場の二つのトラックを一つ
の施設に集約すること、及び市内の大会規模の円滑な運営を想定し、
関係団体との調整により９レーンで設定した経緯があるため、変更は
できません。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

9 要求水準書 155
第12
2.2.1

利用形態の考
え方/屋内施

設

（新）とどろきアリーナについては、独立採算が求められる公共施設
等運営権事業であることに鑑み、「特別承認申請」や市民利用のため
に確保すべき最低限の日数等の利用制限は要求水準上設定される方針
はないことを確認させて下さい。市民利用については、サブアリーナ
や他施設との調整を図ることで緑地全体として公共性を確保しつつ、
一方で多様な文化の発信地、交流・賑わい拠点としての役割も果た
し、メインアリーナの収益性を高めていくことが独立採算成立のため
に必須になるものと考えています。

（新）とどろきアリーナの利用については、等々力緑地再編整備実施
計画（令和４年２月改定）（p36）に記載のとおり、本市は年間の土
日祝日の半分程度を民間事業者が活用できると想定しています。
後段については、ご理解のとおりです。

10 要求水準書 157
第12
2.3.1

市民利用料金
等の減免の扱

い

アリーナおよびスタジアムについては、独立採算が求められる公共施
設等運営権事業であることに鑑み、市民利用料金等の減免については
事業者の判断に委ねられないため、減免額についてはサービス対価に
含まず、別途市の負担としていただけないでしょうか。

一定の既存利用を維持したまま事業を行っていただくことが事業条件
です。
利用料金等が減免されるスポーツパートナーや市民団体などの利用も
事業条件に含むものとし、減免額を別途市の負担にする考えはありま
せん。

11 要求水準書 157

第12
2.3.1

別紙28

再整備・新設
施設の

利用単位/利
用料金

テニスコート・サッカーコート・陸上競技場など再整備・新設される
施設に関する料金設定について、要求水準書第12 2.3.1にて「…他都
市の同種施設を参考にするとともに、事業者の提案を参考として、条
例の制定、改正を行う。」と記載ありますが、一方で別紙28にて、再
整備・新設される施設の料金について、提案できない施設や提案でき
る料金が非常に限定されております。質疑回答No.101にて「取扱につ
いては、要求水準書第12　2.3 に記載のとおりとします。」と回答さ
れましたが、提案にあたっては別紙28の記載でなく、市及び他都市の
同種施設を参考に、利用料金の提案は可能という認識でよろしいで
しょうか。施設を良好に維持管理するためには必須な措置と考えてお
ります。

自らのリスクのもとで、提出は可能とします。

12 要求水準書 188
第13

1.1 3)

アリーナVIP
ルームの取り

扱い

アリーナについてVIPルームが必須との回答がございましたが、要求
水準では「観戦環境の向上等に関する事業」とあり、「VIP ルームや
飲食サービスや体験サービス、情報交流機会の提供等」は、「等」と
ご記載いただいたように、あくまで事例として解釈いただけませんで
しょうか。VIPルームについては、Bリーグ基準への適合もなく、その
有用性を勘案し設置有無含め、観戦環境の向上等の具体的内容につい
ては事業者の提案とさせていただけますでしょうか。

アリーナのVIPルームは必須としません。令和４年６月13日付けの回
答を修正します。
なお、Ｂリーグ規約・規程集の2026年将来構想にスイート・ラウンジ
を必須とすることが明記されているため、新アリーナにＢリーグ規
約・規程集を適用する場合のVIPルームの設置は、事業者でお願いし
ます。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

13 要求水準書 別紙6
物価変動の取
り扱い条件

サービス対価の支払額の改定方法について、令和４年４月の物価指数
を基準に1.5％以上の乖離がある場合請求可能とあります。請求可能
期間については「特定事業契約締結後」として変更を頂けますでしょ
うか。市での予定価格の算定時より、大きく環境が変わっており、工
事材料の価格については著しく高騰しており、ご配慮いただけますで
しょうか。

本規定につきましては、国土交通省や本市の他事業でも適用している
規定を準用して定めており、特例措置等の趣旨を踏まえ、特定事業契
約締結後の変更に対応するものとします。事業契約書（案）の別紙を
修正します。

14 要求水準書 別紙6
物価変動の取
り扱い条件

サービス対価の支払額の改定方法について、計算方法については指標
の変動率から1.5％を差し引く計算式となっております。相互に請求
できるのは1.5％の変動率があった場合とすることは理解できます
が、一方で適切に物価変動を価格に反映させる方法として、変動率か
ら1.5％を差し引く根拠はなく、1.5％を差し引かずに変動率分を反映
する計算方法としていただけますでしょうか。

本規定につきましては、国土交通省や本市の他事業でも適用している
規定を準用して定めており、契約後締結は「特例措置」を踏まえた変
更に対応する（1.5%を控除しない）ものとし、着工後は「スライド条
項」を踏まえ1.5%を控除することとします。事業契約書（案）の別紙
を修正します。

15 要求水準書 別紙11
維持管理業務
の仕様条件

維持管理業務において要求水準上、実施回数が定められている業務に
ついて、樹種、設備、建材などの仕様にあった適切な管理をおこなう
ため、法定実施業務を除き、設備の点検回数や清掃頻度、植栽剪定回
数等については、事業者の提案によるとしていただけますでしょう
か。

要求水準を満たすことが前提で、提案を踏まえた市との協議により別
途定めることは可能です。
なお、要求水準書を修正します。

16 要求水準書 別紙28

各施設の運営
条件/利用料
金施設の利用
単位/利用料

金

要求水準書（案）では「球技専用スタジアム及び（新）とどろきア
リーナの興行利用枠の料金体系については、事業者の提案を求め、市
と協議の上、定めることとする」とあります。両施設は独立採算が求
められる公共施設等運営事業にも関わらず、事業者による提案可能な
料金体系は「興行利用枠」に限定されています。公共施設としての役
割を果たしつつ、一方でプロフィットセンターとして持続可能な施設
運営を行うため、利用者ニーズに合わせた料金設定が可能となるよ
う、原則全ての項目について事業者による提案を可能とする内容へ変
更頂けませんでしょうか。コンセッション事業においては事業者に料
金提案の裁量を広く与えるのが一般的かと存じますし、また首都圏で
は今後多くの類似施設の建設が予定されており、競争力を維持し続け
るために必須になるものと考えています。

運営権設定施設は、利用料金の提案を可能とします。なお、ご提案の
とおり本市が条例改正ができなかった場合、本市の責はないものとし
ます。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

17
事業契約書

（案）
21 第32条5項 設計

「入札説明書に関する質問への回答」No.52にて土壌汚染調査費及び
汚染土処分費についてご回答頂いておりますが、土壌汚染対策費につ
いては、サービス対価とは別枠で、全て貴市の負担となるよう、事業
契約書を修正して頂けますよう強くお願いします。

令和４年6月13日の入札説明書に関する質問回答No52及び事業契約書
（案）を修正します。
土壌汚染対策等に係る費用につきましては、事業者提案とし提案額を
超えた費用については市の負担とします。

18
事業契約書

（案）
21 第32条5項 設計

「事業契約書（案）に関する質問への回答」No.41でご回答頂いたと
おり、自由提案施設の整備に係る土壌汚染対策に要した費用は貴市負
担であることを前提としますと、土壌汚染に関連して、自由提案施設
の整備や維持管理運営に増加費用が発生した場合（土壌汚染によって
工期・完工が遅延した場合など）には、当該増加費用も貴市の負担に
なる理解でよろしいでしょうか。

市は、事業期間中、本事業の遂行（任意初期投資等及び任意追加投資
等の実施並びに自主事業として行われる増築等部分若しくは追加投資
部分又は自由提案施設の維持管理又は運営を含む。）のために行われ
る土壌汚染の調査及び処分等に係る増加費用を、合理的な範囲で負担
します。
また、土壌汚染に起因する工期遅延に伴う増加費用につきましては、
合理的な範囲で市が負担します。
なお、市が負担する増加費用が合理的な範囲であることを担保するた
め、
①土壌汚染によって工期遅延に伴う増加費用が発生するおそれが生じ
た時点で、当該増加費用の種類、想定される各費用の金額及び金額の
妥当性、発生防止策の具体的内容その他必要な事項について双方で協
議すること
②整備等期間中における増加費用の発生状況や発生防止策の履行状況
について、事業者は、随時、市に対して報告すること
③実際に発生した費用が当初の見込みを上回った場合、市は事業者に
対し、その理由及び根拠その他必要な資料の提出を求めることができ
る
など、必要な規定を事業契約書（案）に定めるほか、詳細は事業者と
協議して定めます。
なお、土壌汚染により整備等期間内に工事を完了できない場合、事業
者は整備等期間の延長を請求することができ、延長後の整備等期間の
最終日が最終引渡期限になります。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

19
事業契約書

（案）
21 第32条5項 設計

（土壌汚染対策の費用負担は別として）土壌汚染によって、本事業に
関して増加費用又は損害等が発生した場合には、当該増加費用又は損
害等は貴市の負担になる理解でよろしいでしょうか。

No18をご参照ください。

20
事業契約書

（案）
35 第58条4項 設計

（土壌汚染対策の費用負担は別として）土壌汚染対策に起因して、本
施設（整備対象）の引渡し又は本施設（解体・撤去対象）の解体が遅
延した場合、これにより事業者に生じた増加費用等も貴市の負担とな
る理解でよろしいでしょうか。

No18をご参照ください。

21
事業契約書

（案）
39 第66条,1

公共施設等運
営権の設定お
よび効力発生

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書（案））No.98の回答について、運営権設定のタイミングは「事業
者の提案」によるとされているところ、提案書のどの様式に記載すれ
ば良いでしょうか。様式8-3-4でしょうか。ご教示ください。

様式8-3-4に記載してください。

22
事業契約書

（案）
44

第75条
1

整備等期間中
における任意

投資

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書(案)）No.117では、「提案内容により、審査や検討の所要期間は定
まらないものと考えられます」とあります。本事業における任意投資
及び自主事業の位置づけは、事業者にとっては（アップサイドではな
く）これらが承諾され実施できてはじめて事業採算が成立するという
性質のものであり、本事業に取り組むうえで必須のものとなります。
他案件の事例も踏まえますと、公募期間中（事業者選定前）に、任意
投資及び自主事業の提案を応募者に求め、実施可否について貴市の判
断がなされるべきものと存じます。①公募期間中に実施可否判断のプ
ロセスを設けることや②事業提案書に記載されたものは貴市の承諾が
あったものと見做される仕組みとすること、③または事業提案書に記
載されたものが基本協定書の締結以降に否定された場合には貴市によ
る補償等の措置が講じられる仕組みとすることなど、複数の方法論が
考えられます。個別対話において、対処方法について協議させて頂き
たく存じます。

関係法令の範囲内での提案を求めます。
ただし、提案が実現に至らない場合の本市の費用等の追加負担はない
ものとします。

個別対話結果　6/44



令和4年9月14日_修正
■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

23
事業契約書

（案）
46 第75条4項

整備等期間中
における任意

投資

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.136で、
事業終了時の本施設と一体となった増改築部分の買取の可否について
「誠実に協議に応じます」と回答を頂きましたが、こちらは再考頂く
とともに、事業契約書で、買取に関する条項を追加して頂けますよう
お願いします。

繰り返しになりますが、本施設と一体となった増築等部分の価値は貴
市に帰属することから、事業終了時において、その残存価値の限度で
事業者に補償して頂くことが公平であり、かつ、コンセッション案件
においても、更新投資に係る残存価値の買取りや補償は一般的なもの
である理解です（なお、増改築部分の価値が貴市に帰属する点で、事
業者所有である追加投資部分とは利益状況が全く異なります。）。

投下資本回収の観点から、事業者にとって非常に重要なポイントであ
ると考えていますので、残存価値の買取りに関する条項を新設して頂
けますようお願いします。

任意投資による増築等部分が、本施設（整備対象）と一体性を有する
場合、本事業の終了（事業期間の満了によると解除によるとを問わな
い。）時における当該増築等部分（本施設（整備対象）と独立して所
有権の対象となり又は第1項第三文に従い区分所有が認められた本施
設（整備対象）の増築等部分を除く。）の残存価値については、事業
者との協議において、増築等の規模及び内容等のほか、
・事業期間内の投資回収が困難と認められること
・事業終了日後も受益が継続することが期待されること
・事業終了日後も等々力緑地再編整備実施計画その他等々力緑地等に
関する市の施策に合致した活用が可能であると見込まれること
等の諸般の事情を考慮して、市が必要と認め、増築等の承認に際して
事前に事業者に通知した限りにおいて、市が負担します。これに伴
い、第75条第4項を修正します。

24
事業契約書

（案）
47 第76条4項

維持管理運営
期間中の任意

投資

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.144で、
事業終了時の本施設と一体となった増改築部分の買取の可否について
「誠実に協議に応じます」と回答を頂きましたが、こちらは再考頂く
とともに、事業契約書で、買取に関する条項を追加して頂けますよう
お願いします。

繰り返しになりますが、本施設と一体となった増築等部分の価値は貴
市に帰属することから、事業終了時において、その残存価値の限度で
事業者に補償して頂くことが公平であり、かつ、コンセッション案件
においても、更新投資に係る残存価値の買取りや補償は一般的なもの
である理解です（なお、増改築部分の価値が貴市に帰属する点で、事
業者所有である追加投資部分とは利益状況が全く異なります。）。

投下資本回収の観点から、事業者にとって非常に重要なポイントであ
ると考えていますので、残存価値の買取りに関する条項を新設して頂
けますようお願いします。

任意投資による追加投資部分が、本施設（維持管理運営対象）と一体
性を有する場合、本事業の終了（事業期間の満了によると解除による
とを問わない。）時における当該追加投資部分（本施設（維持管理運
営対象）と独立して所有権の対象となり又は第1項第三文に従い区分
所有が認められた本施設（維持管理運営）の追加投資部分を除く。）
の残存価値については、事業者との協議において、追加投資部分の規
模及び内容等のほか、
・事業期間内の投資回収が困難と認められること
・事業終了日後も受益が継続することが期待されること
・事業終了日後も等々力緑地再編整備実施計画その他等々力緑地等に
関する市の施策に合致した活用が可能であると見込まれること
等の諸般の事情を考慮して、市が必要と認め、追加投資の承認に際し
て事前に事業者に通知した限りにおいて、市が負担します。これに伴
い、第76条第4項を修正します。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

25
事業契約書

（案）
51 第86条

プロフィット
シェアリング

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.162で質
問させて頂きましたが、改めて別紙7第1項の「プロフィットシェアリ
ングの対象」から自主事業に基づく利益を除外してください。

プロフィットシェアリングの正当化根拠は、管理者側においても一定
のリスクや損失を負担することにありますが、自主事業については、
全て民間の費用負担・リスク負担で行うことから、自主事業にプロ
フィットシェアリングを導入することは不合理かつ不公平です。

そのため、自主事業に係るリスク分担を見直して頂くか、それが難し
ければ、プロフィットシェアリングの対象から自主事業を除外して頂
けますようお願いします。

自主事業に基づく利益は、プロフィットシェアリングの対象としま
す。

26
事業契約書

（案）
51 第86条

プロフィット
シェアリング

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.163で質
問させて頂きましたが、プロフィットシェアリングを導入するにもか
かわらず、損失は分配しない仕組みは不公平であると考えます。改め
て、損失分担の仕組みについて、ご検討頂けますようお願いします。

本事業でロスシェアリングの導入予定はありません。

27
事業契約書

（案）
64

第107条
1

完成及び引渡
し等の前の解

除

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書(案)）No.194の回答について、再考頂けませんでしょうか。

予算措置の規模やタイミングに照らして、実務上可能であれば、一括
でお支払いすることを検討する余地もあります。

28
事業契約書

（案）
64

第107条
5

完成及び引渡
し等の前の解

除

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書(案)）No.198の回答について、再考頂けませんでしょうか。

予算措置の規模やタイミングに照らして、実務上可能であれば、一括
でお支払いすることを検討する余地もあります。

個別対話結果　8/44



令和4年9月14日_修正
■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

29
事業契約書

（案）
1

別紙6
1(2)3)ｱ

物価変動に伴
う改訂

改定方法

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書(案)）No.256の回答について、予定価格の算定基準日を令和4年4月
と修正頂きましたが、今年4月25日付で入札公告が開示されたことを
踏まえますと、貴市が予定価格を算定した時期はそれ以前になるので
はないでしょうか。質問内容に記載させて頂いたとおり、「予定価格
の算定を市がなされた日を基準」に再度修正を頂けませんでしょう
か。

物価指数の基準日を「令和３年３月」に変更します。

30
事業契約書

（案）
1

別紙7
2(2)

プロフィット
シェアリング
の適用条件

6月13日付「入札説明書等に関する質問(1回目)への回答」（事業契約
書(案)）No.266の回答について、今後の協議とのことですが具体的に
いつを想定されていますでしょうか。事業計画に関わるところですの
でご想定をお聞かせいただけませんでしょうか。

基本は実績に応じて事業者が前年度に計画し、市が確認することを想
定しています。

31
事業契約書

（案）
別紙9

不可抗力によ
る損害および
追加的費用負

担の割合

6月13日付「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」
No.280ではサービス対価の合計額に対し100分の１までは事業者負担
であることに変更はない旨の回答をいただいておりますが、本件事業
対象範囲はハザードマップの浸水リスクが大きいエリアであり、事業
規模を踏まえると事業者の負担が過大となるため、事業者負担を求め
ないよう見直しをお願い致します。

本規定につきましては、国土交通省や本市の他事業でも適用している
規定を準用して定めております。
このため、本市を含む他事業への影響を考慮すると、ご意見の「負担
の割合を変更」することは難しいと考えております。

32

インフォ
メーショ
ン・パッ
ケージ

― 資料3-8
市が付与する

保険

事業契約・要求水準書に市が付保する記載ありませんが、（民間所有
部分、建中の未引渡部分を除き）市が所有する施設（運営権対象およ
び指定管理対象）、設備について災害リスクは市が負担し、火災保
険、賠償責任保険は市の負担にて付保されると理解します。
これら施設は所有権が市にあるため、事業者が保険付保することは出
来ません。また市の負担にて付保することについては、明確化の為、
事業契約・要求水準書においても、規定する旨ご検討頂きたく存じま
す。
修繕費用について、市が加入する保険にてカバー（求償）できる場
合、事業者の負担（250万円／件、3,650万円／年）は発生しないとい
う認識でよろしいでしょうか。また、保険求償可能ではあるものの、
十分な求償が出来ない場合に、保険にてカバーされない費用は市の負
担で修繕されるという認識でよろしいでしょうか。

賠償責任保険につきましては、本市の所有の有無にかかわらず、本市
が管理する施設（含む指定管理）は本市で加入している保険の対象と
なります。ただし、指定管理者が独自の事業を運営する場合は、本市
の保険の対象外となるため、指定管理者で別途保険の加入が必要で
す。
火災保険につきましては、本市が所有する施設は本市で保険に加入す
ることとなりますが、本市の所有とならない施設は、本市が保険に加
入することはできません。
修繕費用について、前段は認識のとおりです。後段、原因によります
が、本市の負担を想定しています。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

33

インフォ
メーショ
ン・パッ
ケージ

― 資料3-8
市が付与する

保険

「市が加入する保険は、増築等への対応は想定しておらず、追加の加
入が困難となる可能性がある。」と記載されておりますが、本施設増
築部分について、スタジアム、アリーナが増築部分含め一括所有権移
転される場合において、増築部分の市による保険でカバーされる認識
でよろしいでしょうか。
所有権移転後の追加投資による増築等の場合、追加の保険加入が困難
となる可能性がある、という意味合いと認識しますが、追加増築等が
所有権移転により市の所有物となる場合、市による保険加入されるべ
きものと認識致します。追加加入が困難になる場合の対応策につきお
示しいただきたく。
また、市により保険加入頂く場合、その旨を明確化する為、事業契
約・要求水準書においても市により保険加入される旨、規定頂くこと
をご検討頂きたく存じます。

前段は認識のとおりです。
後段は市の所有物となる場合、当該施設の保険に係る対応は本市とな
ります。
なお、要求水準書に保険に関する資料を追加します。

34 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

6月13日付「入札説明書に関する質問への回答」No.5、No.6に関連し
て、アリーナを除く緑地内の設置許可使用料及び管理許可使用料は
200円/㎡・月程度とすることを想定していると回答いただきました
が、自由提案施設についても都市公園であることを踏まえた、公園の
にぎわいづくり等に資する提案を検討していることから、現行の100
円/㎡・月で提案させていただけませんでしょうか。

自らのリスクのもとで、提出は可能とします。

35 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

6月13日付「入札説明書に関する質問への回答」No.6に関連して、設
置許可使用料及び管理許可使用料並びに公有財産の目的外使用許可に
伴う使用料については、それぞれの根拠となっている条例等に定めの
とおり、公益を増進するものと認められるときや公共の用に供する機
能を有するとき等は減免の対象となるものと考えてよろしいでしょう
か。

原則、有償です。

36 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

運営権設定対象施設について、運営権には転貸の権原は含まれていな
いものと理解しております。事業計画を検討するにあたり、テナント
への賃貸借等も含めて柔軟な計画とさせていただきたく、事業の目的
に反することは行わないことを条件に、貴市とSPC間で運営権設定対
象施設に関する無償の使用貸借契約を締結いただけますようお願いい
たします。

本市とSPC間で無償の使用貸借契約は締結しません。
本事業では、運営権設定施設を含む緑地全体で指定管理を予定してお
り、公の施設の設置目的の範囲内（VIPルーム等）での使用は指定管
理者による事業と整理（許可は不要と）します。
目的の範囲外（売店等）の使用は管理者による許可（設置・管理・占
用）が必要です。
なお、管理者の許可を要する場合は使用料が必要です。

37 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

無償の使用貸借契約を締結した施設については、使用貸借契約を根拠
にSPCで自由度を持った運営をさせていただきたく、管理許可使用料
や行政財産の目的外使用に伴う使用料は不要として頂けませんでしょ
うか。

No36をご参照ください。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

38 入札説明書 14 2(13)ア
市が支払う

サービス対価

6月13日付「入札説明書に関する質問への回答」No.35～44において、
「運営権対価の負担は求めない」と入札説明書を修正いただいていま
す。一方で、等々力緑地再編整備実施計画（令和4年2月改定）におい
て、維持管理運営に必要な費用から運営権対価相当額を減じているこ
とから、これを根拠に定められた今回の予定価格は、本来緑地の運営
に必要な維持管理運営費よりも少ない金額になっていると理解してい
ます。
したがって、本来は維持管理運営に必要なサービス対価は運営権対価
相当額も含めて支払われるべきところ、予定価格算出段階ですでに減
じられていることから、運営権対価相当額分は指定管理業務の収支が
マイナスになると考えていますが、そのような提案が認められること
を確認させてください。

各施設単位の収支計画（様式7-7-1～7-7-9）について、赤字の場合
は、そのとおりに記載して提案してください。
また、SPC全体の収支計画（様式7-7-10）に、赤字となる期があって
も、提案としては認められます。

39 入札説明書 15 2(13)エ 運営権対価

6月13日付「入札説明書に関する質問への回答」No.35に関して、法的
な第三者対抗要件の具備の観点から、運営権対価の負担は求めないと
しても登録はなされる想定であり、この場合、貴市としては対価ゼロ
としての公共施設等運営権登録を想定されていると理解しましたが、
当該理解に齟齬がありましたらご教示ください。また、登録免許税法
別表１四の二によると、公共施設等運営権の設定の登録の課税標準は
公共施設等運営権の価額の1000分の１とされていますが、本件の課税
標準たる公共施設等運営権の価額もゼロと考えればよいかご教示くだ
さい。

会計処理については事業者にてご確認ください。

40 入札説明書 15 2(13)エ 運営権対価

事業計画書（案）において「事業者の行う増築等が本施設と不可分一
体の場合に、①引渡しに伴い貴市に所有権が移転し、②契約不適合責
任を負う」旨の記載があり、事業契約書（案）に関する質問No129の
貴市回答により原則区分所有が原則認められないというコメントよ
り、増築等についても原則貴市に所有権が移転し、貴市が所有権の保
存登記を行うこと、また、運営期間中増築部分については建物と一体
不可分となるものについては法的な所有者が貴市となることから自由
提案施設以外の施設の新設及び区分所有が認められない増築等部分に
ついては、これらを自由提案事業に使用する場合であっても事業者に
対し固定資産税又は償却資産税、都市計画税が貴市より賦課されるこ
とは想定されないと理解しましたが当該理解で差し支えないでしょう
か。

市が所有する建物について、固定資産税、償却資産税又は都市計画税
が賦課されることはありません。

41 入札説明書 15 2(13)オ
事業者に対す
るインセン

ティブ

（整備等期間）事業提案時の毎事業年度の想定利益と、実際の利益は
当然乖離することが想定されるため、毎年度ではなく、期間累計での
利益シェアとしていただけないでしょうか。

事業契約書（案）の記載のとおり、毎事業年度で実施するものとしま
す。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

42 入札説明書 16 2(16) 予定価格

要求水準書での表現だけでは、貴市の想定する施設のスペック等が十
分に判断できないことから、施設別の整備費内訳等をご教示くださ
い。
併せて予定価格のうち、整備費を算定した時期もご教示ください。

内訳、算定時期は示しません。

43 入札説明書 16 2(16) 予定価格
予定価格算定時から現在までの物価変動の状況等を確認したく、予定
価格のうち、維持管理運営費の算定時期をご教示ください。

内訳、算定時期は示しません。

44 要求水準書
第1
3.11

川崎市緑の保
全及び緑化の
推進に関する

条例

「川崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例」に基づく緑化協議の
手引きが2022年4月に更新されて、緑化率の算定方法が改定されてい
ます。
貴市が予定価格を算定する時点では、従前の緑化率算定方法に基づい
て
検討がなされていたものと思いますので、本事業の緑化率の提案に際
しては、従前の緑化率算定方法で算出することを認めていただけない
でしょうか。

緑化指針は令和４年４月に改定しておりますが、算定方法の変更は
行っておりません。詳細につきましては所管部署にご確認ください。

45 要求水準書
第1
3.11

川崎市緑の保
全及び緑化の
推進に関する

条例

川崎市の緑化基準では、保全される緑地は樹林地や竹林、植栽地など
が対象とされています。一方、等々力緑地においては、既存の釣池お
よびその一帯の樹林地も、市民に親しまれる風景、生物の生息地と
なっており、保全すべきであると考えています。そのため、釣池、
バードサンクチュアリ、外周樹林を一体の緑地と捉え、緑化面積算出
時に「保全される緑地」の面積として算出することを認めていただけ
ないでしょうか。

緑化面積の「緑化協議の手引き」
（https://www.city.kawasaki.jp/530/cmsfiles/contents/0000018/1
8221/____ryokkatebiki_Part1.pdf）により面積として計上できると
認められる状態にあるものは、算出できることとします。

46 要求水準書 66
第4
1.7

作業時間等に
ついて

「作業時間は原則8時から18時までとする」とありますが、道路工事
など周辺住民へのご迷惑を考えると夜間に実施すべき工事もあり、ま
た、「本事業は週休二日制確保モデル事業になる予定」とあります
が、川崎市週休二日制確保モデル工事施行実施要領を遵守いたします
と、工期が長くなり、周辺住民へご迷惑をお掛けする期間が長くなり
ますので、作業時間や作業日について柔軟な対応が可能なように緩和
していただけませんでしょうか。

要求水準書に記載のとおりとします。
なお、やむを得ない場合等、原則によらない場合の対応につきまして
は、事案ごとの対応になると考えております。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

47 要求水準書 84
第4

2.3.4
3)ロ)

陸上競技場の
座席数につい

て

メインスタンドの座席は3,000席以上とありますが、第2種公認の陸上
競技場においても1,000席以上が要件のため、要求水準を見直してい
ただき、メインスタンドの座席は1,000席以上とし、残りはテニス
コートと同様の観覧席や芝生席等も可能としていただけないでしょう
か。

関係団体との調整により設定したため、変更できません。

48 要求水準書 86
第4

2.3.4
4)ル)

陸上競技場の
雨天走路につ

いて

雨天走路については100メートルを4レーンとありますが、第2種公認
相当の陸上競技場に改修するという基本方針に鑑み、雨天走路の設置
及びレーン数は提案とさせていただけませんでしょうか。

関係団体との調整により設定したため、変更できません。

49 要求水準書 89,90
第4

2.4.4
3)

スポーツセン
ターの諸室に

ついて

大体育室および小体育室が与件とされておりますが、いずれかの施設
のみで機能を集約することも可能と思料いたします。大体育室のみの
設置も可能としていただけないでしょうか。

大体育館及び小体育館を同時に使用することを想定しているため、要
求水準書のとおりとします。

50 要求水準書 113
第7
2.1

事前調査業務
に必要な測量

の提供

本事業の事業費を適切に見積るためには、測量図及び敷地境界図が必
要ですが、現時点では未だ提供がありません。この場合において、事
前に十分な検討ができませんので、測量図及び敷地境界図の提供をお
願いします。なお、測量図及び敷地境界図の提供が得られない場合に
おいては、入札条件としての十分な事前調査ができません。この場合
は契約後の新たな測量図及び敷地境界図の追加情報はすべて設計変更
事由に該当するとの理解ですので、ご確認ください。

敷地境界につきましては本市の負担により整理する予定です。

51 要求水準書 189
第13
1.2

広告誘致業務

屋外広告物とは「常時又は一定の期間継続して、屋外で、公衆に表示
されるもの」と理解しておりますが、施設内（スタジアムスタンドの
内側等、通常一般利用者の目には触れない箇所を含む）において広告
掲出をする場合においては、屋外広告物条例の適用外という理解でよ
ろしいでしょうか。

基本はご理解のとおりとなりますが、詳細につきましては、建設緑政
局道路管理部路政課にご確認ください。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

52 要求水準書 1 別紙11
維持管理業務
仕様について

「再整備後の施設の維持管理方法、仕様については、事業者の提案、
及び市との協議により、本資料に定める仕様を参照しつつ、新たに定
めるものとする。」とあります。再整備前の仕様についても、現状の
設備状態等が不明であり、要求水準に定められた仕様が適正であるか
の判断が困難であるため、「本資料に定める仕様を参照しつつ、利用
者へのサービス水準を低下させない範囲で事業者の提案により変更で
きるものとする」という内容へ変更をお願いできませんでしょうか。

要求水準を満たすことが前提で、提案を踏まえた市との協議により別
途定めることは可能です。
なお、要求水準書を修正します。

53 要求水準書 2 別紙28
利用料金施設
の利用単位/
利用料金

別紙28の欄外※4において、「稼働状況と周辺駐車場の利用水準等を
踏まえた提案を求めた上で、市が条例に定める。」とありますが、周
辺駐車場の一部でも取り入れている興行時の特別料金の設定など、運
営権対象施設であることに鑑み、柔軟な料金設定が可能である認識で
よろしいでしょうか。なお、興行時の特別料金設定などは渋滞軽減も
期待できると考えております。

条例で定める上限の範囲内での料金設定は可能です。

54 要求水準書 2 別紙28
利用料金施設
の利用単位/
利用料金

運営権対象施設の利用料金を市の条例に定める運用についても見直し
をお願いします（事業契約書第73条第1項に基づき、料金設定は届出
によると理解しておりますが、条例改正には議会承認が必要との認識
です）。

公の施設であるため地方自治法第244条の2第9項前段により条例の定
めが必要です。また、同項後段による承認及びPFI法第23条第2項に
従った届出も必要となります。

55 要求水準書 2 別紙28
利用料金施設
の利用単位/
利用料金

現陸上競技場（スタジアム）に関し、入場料加算の適用について、IP
を確認したところ、天皇杯など通常のJリーグ試合以外の開催におい
ては、入場料加算収入が計上されていないように見受けられますが、
事業者選定後は、都市公園条例に基づき、事業者が入場料加算を収受
できるという理解でよろしいでしょうか。
都市公園条例では、アマチュア以外の団体が陸上競技場を利用して、
入場料その他これに類する料金を徴収する場合における当該有料施設
の使用料の額は、使用料に当該有料施設の当該料金収入総額に100分
の５を乗じて得た額を加算した額と規定されております。

ご理解のとおりです。
なお、現状は加算した額を市が徴収しています。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

56
基本協定書

（案）
6 第9条2項

業務の委託に
おける手続き

について

第9条2項「当該各業務に係る業務委託請負先との間で業務委託請負契
約を締結させ、かかる業務委託請負先としての構成企業及び協力企業
においては、事業予定者との間で当該業務委託請負契約を締結するも
のとする。乙は、当該業務委託請負契約の締結後速やかに当該契約に
係る契約書の写しを甲に提出し、又は、事業予定者をして提出させな
ければならない。」とあります。本定めは、PFI BTO方式-RO方式事業
の業務については一般的かと思いますが、コンセッション方式-自由
提案施設については事業者が自由に決定できるものと考えておりま
す。本条項は、PFI BTO方式-RO方式事業の業務にのみ適用されるとい
う記載に変更をお願いできませんでしょうか。

自主事業に係る業務委託請負契約に係る写しを提出する必要はありま
せん。基本協定書（案）を修正します。

57
基本協定書

（案）
6 第9条3項

業務の委託・
請負における
手続きについ

て

第9条3項「前項により事業予定者から各業務の実施を受託し又は請け
負った構成企業及び協力企業は、当該各業務を誠実に実施しなければ
ならず、甲の事前の書面による承諾なく、事業予定者との間の業務委
託請負契約を終了させ又は同契約に基づく権利義務若しくは地位につ
き第三者に譲渡、担保権設定その他の処分を行ってはならないものと
する。」とあります。甲による書面の承諾が必要な点について、PFI
BTO方式-RO方式事業の業務については一般的かと思いますが、コン
セッション方式-自由提案施設については事業者が自由に決定できる
ものと考えております。本条項は、PFI BTO方式-RO方式事業の業務に
のみ適用されるという記載に変更をお願いできませんでしょうか。

自主事業に関する業務委託請負契約の終了等について、市の事前の書
面による承諾は不要です。基本協定書（案）を修正します。

58
基本協定書

(案）
10 第14条

特定事業契約
不調の場合の

処理

「リスク分担表」によれば、貴市の帰責事由によって特定事業契約が
締結されなかった場合には、貴市のリスク負担とされていますが、第
14条では、貴市の帰責事由による特定事業契約不調時の処理が規定さ
れておりません。リスク分担表に従って、貴市の責任を明確にして頂
けますようお願いします。

なお、この場合、構成企業等が自主事業の準備に関して支出した費用
又は損害も、貴市負担になる理解です。

原文のとおりとします。

59
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2で言う「総
収入」ならびに「指定管理料」について定義をご教示頂けますでしょ
うか。

「総収入」とは、施設の管理運営業務に係るすべての収入をいいま
す。
「指定管理料」とは、施設の管理運営業務の対価として、市から指定
管理者に対して支払われる委託料をいいます。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

60
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2に関して、
事業主体の判定を行う頻度と時期ならびにその判定が課税に適用され
る時期をご教示ください（例えば、毎年●月に、前年度の数値を以っ
て判定し、当年度●月以降の課税に適用など）。

【事業主体の判定を行う頻度と時期について】
事業主体の判定は、募集時（指定管理予定者が募集に関する各種書類
を提出する時）に行い、仮に事業年度終了時に当初の見込みと違う結
果が生じた場合であっても、事業主体の変更は行いません。
ただし、事業年度の中途で、指定管理者が事業計画の変更を行った場
合は、その時点で事業主体の判定を再度行います。
【事業主体の判定が課税に適用される時期】
指定管理者の事業年度の末日時点で指定管理者が事業主体であれば、
当該年度の事業所税が課税されます。

61
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2に関して、
指定管理者に該当するか否かの判定を行う施設の粒度についてもご教
示ください。細分化が難しい場合、ある程度収入をまとめた上で判定
を行うということでよろしいでしょうか。

指定管理者の事業主体の判定は指定管理対象の施設全体を一体として
とらえて判定しますので、収入をまとめる施設の粒度については特に
指定はありません。

62
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2記載の判定
は、事業所税の納税義務者に該当するかどうかの判断基準という理解
で正しいでしょうか。平成１７年１１月１４日付総務省自治税務局市
町村税課長から発令の「指定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱
いについて」によれば、「利用料金制が導入されている指定管理者
は、地方公共団体による利用料金の承認が必要になる等の一定の制約
を受けるものではあるが、条例に基づいて経営の根幹である利用料金
の決定を第一義的に行うことができ、また、利用料金を自らの収入と
して帰属させることができるため、この場合の指定管理者は公の施設
の管理事業における実質的な事業主体と判断しうる。」「ただし、利
用料金制が導入されている指定管理者であっても、地方公共団体から
指定管理料等の交付を受けている場合については、主として利用料金
で収受することが見込まれる収入により、公の施設の管理事業を行う
と認められるような場合に限り、当該指定管理者が事業主体となるも
のである。」と記載されているものと理解しております。
貴市にあっては（総収入－自主事業収入－指定管理料）により計算し
た額が利用料金とみなされ、当該金額が指定管理料を上回る場合は納
税義務者となるという理解で正しいでしょうか。

令和４年６月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No2に
記載の判定は、利用料金制を導入する場合に事業所税の納税義務者に
該当するかどうかの判断基準となります。
本市においては、（総収入－自主事業収入－指定管理料）により計算
した額が指定管理料を上回る場合、指定管理者を事業主体（事業所税
の納税義務者）と判定します。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

63
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2に基づき事
業所税の納税義務者となった場合においても、地方税法701の34に定
める事業所税の非課税対象施設に該当すれば、事業所税の負担は生じ
ないものと理解しておりますが、入札説明書P9記載の施設のうちこれ
に該当することが想定されるものがございましたらご教示いただけま
すでしょうか。

事業所税の納税義務者となった場合においても、地方税法701条の34
に定める事業所税の非課税対象に該当する施設については、事業所税
は課税されません。
入札説明書９ページに記載の施設については、用途等が明確にされて
いないため、現時点では非課税対象施設に該当するかどうかを判定す
ることはできません。

64
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2に基づき事
業所税の納税義務者となった場合においても、地方税法701の41に定
める一定の施設に該当すれば、事業所税の資産割および従業者割につ
いて負担軽減措置が受けられると理解しておりますが、入札説明書P9
記載の施設のうちこれらに該当する余地のあるものがございましたら
ご教示いただけますでしょうか。

事業所税の納税義務者となった場合においても、地方税法701の41に
定める一定の施設に該当すれば、事業所税の資産割および従業者割に
ついて課税標準の特例が適用されます。
入札説明書９ページに記載の施設のうち指定管理者制度の対象とされ
ている施設に課税標準の特例が適用される施設はないと思われます。

65
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2でも確認さ
せて頂いた内容となりますが、事業所税については事業者が指定管理
者と判定された場合であっても、「公の施設」として設置されたもの
については特例的に条例により事業所税を免除している自治体がある
ものと理解しております。No2の回答より、一定の算式により納税義
務者に該当するかを判断されるとのことですが、納税義務者に該当し
た場合であっても、これらの課税団体と同様、公共性に鑑みて免除規
定を設ける検討余地があるかについてお考えを伺えますでしょうか。

現時点では事業所税に関して特別な措置は検討しておりません。

66
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2によれば、
事業所税の納税義務者に該当するか否かの判断は、「指定管理料と利
用料金両方の収入がある施設の場合、指定管理料と、総収入から自主
事業及び指定管理料を差し引いた 収入との大小関係により行う」
（下記算式）とのことですが、判定の結果納税義務者に該当しない場
合については、自主事業部分についても事業所税の納税義務は免除さ
れるという考え方になりますでしょうか。それとも、下記算式は指定
管理部分についての事業所税の納税義務の判断であり、自主事業部分
については別途納税義務を判断すべきこととなりますでしょうか。

指定管理料≧（総収入－自主事業収入－指定管理料） ⇒　川崎市が
事業主体
指定管理料＜（総収入－自主事業収入－指定管理料） ⇒　指定管理
者が事業主体

事業主体の判定の結果、事業所税の納税義務者に該当しない場合につ
いては、自主事業部分についても事業所税は課税されません。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

67
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

スタジアム、アリーナ、駐車場については指定管理の対象となるとと
もに公共施設等運営権の対象となると理解していますが、これら公共
施設等運営権の対象となる施設についても、事業所税の納税義務の判
断上は、6月13日付「事業契約書(案)に関する質問への回答」No.2の
算定式に基づき、納税義務の判定を行うことになりますでしょうか。

指定管理の対象となる施設については、令和４年６月13日付「事業契
約書(案)に関する質問への回答」No2の算定式に基づき、事業主体の
判定を行います。

68
事業契約書

（案）
8 第7条

公租公課の負
担

仮に事業者が事業所税の納税義務を負う場合に、資産割の負担額を検
討するにあたりまして課税標準となる事業所床面積の考え方について
伺います。
事業所床面積は事業所用家屋の床面積とされており、また家屋とは固
定資産税の対象となる地方税法341条3号の家屋、すなわち住家、店
舗、工場、倉庫その他の建物をいうものとされています。固定資産税
の対象となる家屋は、不動産登記法上の建物と同義（屋根及び周壁又
はこれらに類するものを有し、土地に定着した建造物であって、その
目的とする用途に供し得る状態にあるもの）と理解しており、事業所
床面積も登記上の建物の床面積に含む範囲で課税されるものと考えて
います。したがって、例えばスタジアムや陸上競技場などの屋外施設
の資産割を考えるにあたり、不動産登記事務取扱準則77条「野球場，
競馬場又はこれらに類する施設の観覧席は，屋根の設備のある部分の
面積を床面積として計算するものとする。」の考え方に基づき、屋根
の設備のある部分のみが事業所床面積に算入されるという考え方でよ
いでしょうか。また、公共施設等運営権の対象となる施設と単なる指
定管理の対象となる施設で考え方が異なる要素がございましたらご教
示ください。

課税標準となる事業所床面積の考え方については、おおむねお見込み
のとおりです。
ただし、「登記上の建物の床面積に含む範囲で課税される」ものでは
なく、登記の有無を問わず、建物登記簿に登記されるべき建物の床面
積が課税の対象となります。
なお、事業所税は施設ではなく事業に対し課税するものです。
本市条例では、お問い合わせの「公共施設等運営権の対象となる施設
と単なる指定管理の対象となる施設で考え方が異なる要素」につい
て、特段の定めはございません。

69
事業契約書

(案）
11 第9条5項 条件変更等

事業契約書（案）に関する質問への回答No.8のとおり、「合理的な範
囲」の考え方について協議させてください。

第9条第1項に該当する具体的な事実等も踏まえて、事業契約の締結後
に協議します。

70
事業契約書

（案）
11 第10条3項

要求水準書の
変更

第10条3項本文に定める事業者に生じた「増加費用又は損害」には、
要求水準書又は事業日程の変更に起因又は関連して生じた任意投資又
は自主事業に係る増加費用又は損害も含まれる理解でよろしいでしょ
うか。

任意投資又は自主事業に係る増加費用又は損害も、合理的な範囲で含
まれます。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

71
事業契約書

（案）
14 第18条3項

第三者への委
託における手
続きについて

第18条3項「事業者は、第1項によりその業務の実施を構成企業若しく
は協力企業に委託し若しくは請け負わせ、又は前項によりその業務の
実施を事前に市の承諾を得て構成企業若しくは協力企業以外の第三者
に委託し若しくは請け負わせたときは、速やかに委託又は請負の内容
を市に報告しなければならない。」とあります。本定めは、PFI BTO
方式-RO方式事業の業務については一般的かと思いますが、コンセッ
ション方式-自由提案施設については事業者が自由に決定できるもの
と考えております。本条項は、PFI BTO方式-RO方式事業の業務にのみ
適用されるという記載に変更をお願いできませんでしょうか。

原文のとおりとします。

72
事業契約書

(案）
15 第19条2項

許認可取得の
遅延

市の責めに帰すべき事由により、事業者による許認可の取得が遅延し
た場合に、合理的な範囲で市がその責任及び損害を負担する対象は、
「任意投資としての本施設増築部分等」に関する場合も含まれること
を確認させてください。

ご理解のとおりです。

73
事業契約書

(案）
15 第19条2項

許認可取得の
遅延

本規定では、市の責めに帰すべき事由により、事業者による許認可の
取得が遅延した場合に、合理的な範囲で市がその責任及び損害を負担
する対象は、「本事業を実施するために必要な許認可」となっていま
すが、「自主事業のために必要となる許認可」も対象に含めて頂きた
く存じます。

「本事業」には「自主事業」も含みます。

74
事業契約書

（案）
22 第32条6項 設計

任意投資又は自主事業（自由提案施設の整備を含みます。）に関し
て、要求水準書に明示されていない埋蔵文化財又は地中障害物の対策
が必要になった場合、当該対策費用および対策費用以外の増加費用が
発生した場合の費用も貴市の負担になる理解でよろしいでしょうか。

任意投資又は自主事業についても第32条第６項は適用される想定であ
るため、必要な規定の修正を行います。

75
事業契約書

（案）
22 第32条13項 設計

貴市の指示の不備・誤りその他貴市の帰責事由によって任意投資又は
自主事業（自由提案施設の整備を含みます。）に関して事業者に増加
費用及び損害が生じた場合には、当該増加費用及び損害は、貴市の負
担になる理解でよろしいでしょうか。

合理的な範囲について、ご理解のとおりです。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

76
事業契約書

（案）
28 第42条1項

設計図書不適
合の場合の改
造義務及び破

壊検査等

「必要があると認められるときは」とあり、整備等期間・サービス対
価の変更や貴市による増加費用の負担が貴市の裁量に委ねられていま
すが、貴市は不合理に整備等期間・サービス対価の変更や増加費用の
負担を拒絶又は遅延されない理解で宜しいでしょうか。
なお、第43条1項も同様です。

ご理解のとおりです。

77
事業契約書

（案）
28 第43条

設計図書の変
更

貴市の指示による設計図書の変更によって、任意投資又は自主事業
（自由提案施設の整備を含みます。）に関して事業者に増加費用及び
損害が生じた場合には、当該増加費用及び損害は、貴市の負担になる
理解でよろしいでしょうか。

市による本施設（整備対象）及び本施設（解体・撤去対象）にかかる
設計図書の変更のために、任意投資（自由提案施設の整備を含む。）
又は自主事業に関して増加費用又は損害が生じた場合、合理的な範囲
で市がこれを負担します。

78
事業契約書

（案）
28 第44条 工事の中止

第44条に定める「工事」には、任意投資又は自主事業（自主提案施設
の整備を含みます。）に関する工事も含まれる理解でよろしいでしょ
うか。

第44条に定める「工事」は、本施設（整備対象）及び本施設（解体・
撤去対象）についてのものを意味します。

79
事業契約書

（案）
29 第45条1項

事業者の請求
による整備等
期間の延長

第45条第1項に定める事由で、任意投資又は自主事業（自主提案施設
の整備を含みます。）に関して事業者に増加費用又は損害が生じた場
合、当該増加費用又は損害は貴市の負担になる理解でよろしいでしょ
うか。

市の責めに帰すべき事由による場合には、任意投資及び自主事業（自
由提案施設の整備を含みます。）に関するものを含め、市が合理的な
範囲で増加費用及び損害を負担します。

80
事業契約書

（案）
29 第45条2項

事業者の請求
による整備等
期間の延長

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.68で、環
境影響評価の結果に伴う費用負担の有無も協議対象とのご回答を頂き
ましたが、土壌汚染に係るリスクが貴市負担であることに鑑みれば、
環境影響評価の結果についても、貴市負担と解することが合理的であ
ると考えます。そのため、貴市の費用負担とすることを前提に協議さ
せて頂けることを確認させてください。

協議内容により本市の費用負担を判断する必要があると考えておりま
す。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

81
事業契約書

（案）
29 第45条2項

事業者の請求
による整備等
期間の延長

第45条第1項に「その他事業者の責めに帰すべき事由」を追記して頂
きましたが、当該追記に対応するものとして、第2項の「市の責めに
帰すべき事由」を、「市の責めに帰すべき事由その他事業者の責めに
帰すべきでない事由」に修正して頂けますでしょうか。

原文のとおりとします。

82
事業契約書

（案）
29 第46条1項

整備等期間の
変更方法

「合理的期間」としますと、恣意的に期間を設定されるおそれがあ
り、また、「合理的期間」の解釈を巡り紛争になるおそれがあります
ので、「合理的な期間（但し、30日を下回ることはないものとす
る。）」として頂けますようお願いします。
なお、その他の条項における「合理的期間」について同様です。

原文のとおりとします。

83
事業契約書

（案）
30 第47条 臨機の措置

本条に定める臨機の措置の対象は本事業に限られ、任意投資又は自主
事業について本条の適用はない理解で宜しいでしょうか。

本条は本施設（整備対象）及び本施設（解体・撤去対象）への適用を
念頭に置いた規定ですが、任意投資及び自主事業についても適用又は
準用されるべきものであるため、必要な規定の修正を行います。

84
事業契約書

(案）
30 第48条 一般的損害

工事材料について生じた損害およびその他工事施工に関して生じた損
害のうち、貴市の責めに帰すべき事由により生じたもので、貴市がそ
の損害を負担する対象には、 「任意投資としての本施設増築部分
等」若しくは「自由提案施設」に関する損害も含まれることを確認さ
せてください。

本条は本施設（整備対象）及び本施設（解体・撤去対象）への適用を
念頭に置いた規定ですが、任意投資及び自主事業についても適用又は
準用されるべきものであるため、必要な規定の修正を行います。

85
事業契約書

（案）
30 第49条

第三者に及ぼ
した損害

本条に定める第三者に生じた「損害」には、整備業務に係る工事の施
工によって生じた第三者損害に限らず、任意投資又は自主事業に係る
工事の施工によって生じた第三者損害も含まれる理解でよろしいで
しょうか。

本条は本施設（整備対象）及び本施設（解体・撤去対象）への適用を
念頭に置いた規定ですが、任意投資及び自主事業についても適用又は
準用されるべきものであるため、必要な規定の修正を行います。

86
事業契約書

（案）
33 第54条3項

引渡予定日等
の通知

事業契約修正案によれば、一旦通知した予定日の前倒しの変更は認め
られないようですが、前倒しの変更を認めない理由をご教示くださ
い。
当初の引渡予定日は、最大で約1年6ヶ月前に通知するため、引渡予定
日を前倒しできる場合もありうるところであり、柔軟な引渡日の設定
をお願いしたいと考えております。

維持管理・運営開始が前倒しされた分の維持管理・運営に係るサービ
ス対価の予算を確保することができないためです。
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

87
事業契約書

（案）
35 第58条4項

引渡し等の遅
延

貴市の責めに帰すべき事由によって、自主事業又は自主提案施設の整
備が遅延した場合、当該遅延に起因して事業者に発生した増加費用に
ついては、貴市の負担になる理解で宜しいでしょうか。

民法の一般原則によります。

88
事業契約書

（案）
35 第58条4項

引渡し等の遅
延

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.86で、法
令変更・不可抗力による場合には「各規定のとおりです」とご回答頂
いておりますが、明確化のため、第58条4項において、不可抗力及び
法令変更による場合は、第94条以下に従う旨明記して頂けますでしょ
うか。
例えば、第45条2項では、不可抗力発生時の取扱いが明記されている
一方、本条で明記されていないとすると、法令変更・不可抗力に関す
る規定は適用されないと反対解釈されるおそれを懸念しております。

ご指摘のとおり修正します。

89
事業契約書

（案）
36 第59条6項

契約不適合責
任

些末な点で恐縮ですが、川崎市工事請負契約約款第57条第2項では単
に「設備機器本体等」の文言があるのみであり、その定義（意味）は
示されていないように思われます。再度ご確認頂けますでしょうか。

全ての設備機器と解釈してください。

90
事業契約書

（案）
39 第64条2項

指定管理者の
指定の取消等

本事業の予定価格算出の考え方を踏まえると、運営権対価相当額分は
指定管理業務の収支がマイナスになります。「地方自治法第244条の2
第11項により期間を定めて、維持管理運営業務の全部又は一部の停止
を命じられたときは」と規定がありますが、指定管理事業の収支がマ
イナスとなった場合であっても、事業全体が適切に運営されている場
合においては、地方自治法第244条の2第11項に定める「当該指定管理
者による管理を継続することが適当でないと認めるとき」に該当しな
いことを確認させてください。

ご理解のとおりです。

91
事業契約書

（案）
42 第68条2項

維持管理運営
業務の開始

事業者は、貴市から本施設（整備対象）を除く本施設（維持管理運営
対象）の引渡しを受けて維持管理運営業務を行うことになりますが、
当該本施設（維持管理運営対象）に関する貴市の契約不適合責任に関
する条項が漏れています。
リスク分担表「引渡時の契約不適合」には記載がありますし、また、
同種案件でも一般的な内容ですので追記して頂けますようお願いしま
す。

ご意見を踏まえ、事業契約書（案）を修正します。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

92
事業契約書

（案）
43 第73条3項

運営業務の収
入

「市の責めに帰すべき事由による場合を除き」とありますので、貴市
の責めに帰すべき事由により本事業（自主事業を除く）に係る利用料
金収入が減少した場合には、当該減少分に係る損害については、貴市
の負担になる理解で宜しいでしょうか（なお、自主事業に係る減収に
ついては別途ご質問しております。）。

民法の一般原則又は事業契約書（案）第101条に基づき市が責任を負
う場合があります。

93
事業契約書

（案）
43 第73条3項

運営業務の収
入

貴市の責めに帰すべき事由によって、事業者が収受すべき自主事業に
係る利用料金その他の収入が減少した場合には、当該減少分に係る損
害については、貴市の負担になる理解で宜しいでしょうか。

民法の一般原則又は事業契約書（案）第101条に基づき市が責任を負
う場合があります。

94
事業契約書

（案）
43 第74条1項

本施設（維持
管理運営対

象）の貸付条
件

事業契約書修正案で、「本管理許可を受けるとともに」とご修正頂き
ましたが、許可期間に関する定めがありません。当該本管理許可の期
間は、第21条3項記載のとおり、令和35年3月31日までということで宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

95
事業契約書

（案）
45 第75条2項 任意投資

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.35について、「「運営権対価の支払いは求めない」を
「運営権対価の負担は求めない」に修正し「ただし、公共施設等運営
事業による運営権対価相当額を各年度のサービス対価から減じるこ
と」を削除します。」とご回答頂いたところ、解約時には運営権対価
について何もやり取りは発生しないという整理になるという理解です
が、事業期間中の解約事象発生時の運営権相当額の取り扱いにてご想
定がありましたらご教示頂けますでしょうか。特に運営権設定対象施
設にかかる任意投資は運営権の対象（特定事業契約書（案）第75条第
2項）との理解で、その場合所有権が貴市に移転されるところ、解約
事象発生時においては残存期間見合いの対価の返還についてご検討頂
けませんでしょうか。

No1をご参照ください。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

96
事業契約書

(案）
45 第75条2項

整備等期間中
における任意

投資

「事業契約書（案）に関する質問への回答」No.122のとおり、増築等
が本施設と不可分一体の場合に契約不適合責任を負う理由について、
「増築等部分を含む当該本施設（整備対象）について要求水準を満た
していることを求める趣旨」と記載されておりますが、事業者が負う
不適合責任の範囲はそれまでで、本施設の原始的瑕疵等まで事業者が
責任を負わない趣旨であることを確認させていただけますでしょう
か。

「本施設（整備対象）」は、「本施設（再整備対象）」と「本施設
（新設）」によって構成されます。「本施設（再整備対象）」のう
ち、既存本施設の一部が再整備完了後の「本施設（再整備対象）」と
して残る場合、当該部分につき市から事業者への引渡し時点において
存在していた契約不適合について、事業者は契約不適合責任を負いま
せん。

97
事業契約書

（案）
45 第75条3項

整備等期間中
における任意

投資

「事業契約書（案）に関する質問（第1回目）への回答」No.135にお
いて、事業終了時の買取の可否を誠実協議に委ねるとの回答を頂きま
したが、事業者所有の増築等部分や自由提案施設で、事業終了時にそ
の価値が残存しているものについては、原則として買い取る方向での
ご協議をお願いします。単に撤去することは社会不経済であり、他方
で、民間所有の資産を無償で譲渡しなければならない理由はないと考
えております。

No1をご参照ください。

98
事業契約書

（案）
45 第75条3項

整備等期間中
における任意

投資

事業者所有の増築等部分や自由提案施設について無償で譲渡しなけれ
ばならない場合として、どのような場面を想定しているかご教示くだ
さい。無償譲渡をメインシナリオとされているか、時価買取をメイン
シナリオとされているかによって、任意投資の計画も変わるため、少
なくとも貴市の目線や考え方をお示し頂きたく存じます。

No1をご参照ください。

99
事業契約書

（案）
45 第75条3項

整備等期間中
における任意

投資

任意初期投資等に係る貴市の承認を得る際に、任意初期投資部分に係
る事業終了時の買取の有無について別途協議する運用とさせてくださ
い。

事業終了時における投下資本回収の確実性がなければ、大規模な任意
投資はできませんし、同種コンセッション案件でも更新投資等に係る
残存価値相当額の買取は一般的なものであり、本件においても再考し
て頂けますようお願いします。なお、任意追加投資等について同様で
す。

任意初期投資又は任意追加投資の承認を行う際に協議します。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

100 事業契約書 45 第75条3項
整備等期間中
における任意

投資

事業契約書（案）に関する質問No.129「任意初期投資等により事業者
が設置した自由提案施設又は本施設（整備対象）と独立した所有権の
対象となリ若しくは区分所有が認められると記載が有りますが、所有
権等の登記も可能という理解でよろしいでしょうか。」に対する貴市
回答として、「ご理解のとおりです。なお、原則として区分所有は認
めません。」とのコメントを頂きました。自由提案施設以外の施設の
新設及び区分所有が認められない増築等については、貴市が表示登
記・所有権保存登記を行うため、これらを自主事業に使用する場合で
あっても事業者において、不動産取得税、登録免許税及び土地家屋調
査士/司法書士報酬の登記手続費用の負担は発生しないとの理解でよ
いかご教示ください。

市が所有権を取得する施設について、登記に関する費用を事業者が負
担することはないと考えます。

101
事業契約書

（案）
49 第81条1項

ネーミングラ
イツ

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書(案）へ
の回答No.151について、「自主事業でも権原が市に帰属するものは基
本対象となります」との回答ですが、対象とならないものを念のため
確認させていただけますでしょうか。質疑にある、「自由提案施設」
は対象外ということでよろしいでしょうか。もし相違している場合
は、何が対象外なのかご教示ください。

ご理解のとおりです。

102
事業契約書

（案）
54

第88条3項
（2）

誓約事項

既に議決権株式を保有する株主に対する追加の議決権株式の発行につ
いては、貴市の承諾なくできるよう、修正して頂けますでしょうか。
緊急時において既存株主から追加出資を急ぎ行う必要がある一方、既
存株主に対する議決権株式の発行を制限する必要はないことから、ご
検討頂けますようお願いします。

ご意見を踏まえ、事後報告事項等とします。

103
事業契約書

(案）
60 第101条1項 損害賠償責任

「市及び事業者は、相手方が特定事業契約に定める義務に違反したこ
とにより自らに損害が発生した場合には、相手方に対して損害賠償を
請求することができる。」となっていますが、事業者が市に請求でき
る損害賠償の対象は、「任意投資としての本施設増築部分等」若しく
は「自由提案施設」において発生した損害も含まれており、市に補償
頂く対象であることを確認させていただけますでしょうか。

ご理解のとおりです。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

104
事業契約書

(案）
60 第101条1項 損害賠償責任

相手方に請求できるものは損害だけでなく、「相手方が特定事業契約
に定める義務に違反したことにより発生した増加費用」も対象として
いただけますでしょうか。

ご意見を踏まえて明記します。

105
事業契約書

（案）
60 第101条1項 損害賠償責任

リスク分担表によれば、不可抗力又は事業者の帰責事由以外の事由に
よる「施設・備品の損傷・盗難等」は、貴市のリスク負担とされてい
ますが、現時点では事業契約上該当する規定が見当たりません。つき
ましては、リスク分担表に従って該当する条項を追記して頂けますよ
うお願いします。

ご意見を踏まえ、追記します。

106
事業契約書

（案）
60 第101条3項 損害賠償責任

民法第415条以下を適用しても貴市の帰責事由による第三者損害を貴
市の責任で賠償すべき旨は明確になりませんので、第101条第3項及び
第4項と同様の規定を追記してください。

原文のとおりとします。

107
事業契約書

（案）
62

第103条1項
7号

事業者事由に
よる解除

事業契約書の修正案では、貴市の帰責性がある場合に限って解除事由
から除外して頂きましたが、不可抗力等によって引渡しが遅延した場
合にも、第115条第1項の違約金が発生し、不合理であるという問題が
解消されておりません。
そのため、「市の責めに帰すべき事由による場合」とあるのは、「市
の責めに帰すべき事由、不可抗力又は法令変更による場合」に修正し
ていだけますようお願いします。

ご意見を踏まえ、事業契約書（案）を修正します。

108
事業契約書

（案）
62

第103条1項
7号

事業者事由に
よる解除

④に「事業者の経営状態が著しく不健全で、特定事業契約を継続する
ことが適当でないと市が認めたとき」との記載がありますが、「事業
者の経営状態が著しく不健全で、特定事業契約を継続することが適当
でない」状態とは、「事業者の責めに帰すべき事由による場合に限
る」ことを確認させていただけますでしょうか。また、その点が明確
になるように事業契約書（案）を修正いただけませんでしょうか。

原文のとおりとします。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

109
事業契約書

（案）
69 第116条1項 損失補償

第104条に基づき事業契約が解除された場合における貴市の損害賠償
義務に関する条項が漏れていると思われます。この場合にも、第116
条が適用される理解ですので、第1項冒頭を「第104条又は第105条の
規定により」に修正して頂けますようお願いします。

市の債務不履行の場合については第101条に基づく損害賠償の対象に
なります。

110
事業契約書

（案）
69 第116条2項 損失補償

「解除により生じた増加費用」とありますが、ここは「増加費用又は
損害」とすべきと考えますので、ご調整頂けますようお願いします。

ご指摘を踏まえ、「増加費用又は損害」に修正します。

111
事業契約書

(案）
72

第124条2項
2号

秘密保持義務

特定事業契約の情報開示先について、当該情報を知る必要のある構成
企業の関係会社も含めて頂けますでしょうか（基本協定書案16条2項2
号と同様の修正をお願いいたします）。
「当該情報を知る必要のある構成企業、構成企業の関係会社（財務諸
表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59
号）第8条第8項に定義される意味による。）、業務委託先若しくは本
事業に関して事業者に融資等を行う金融会社等～（略）～」

同様の修正を行います。

112
事業契約書

（案）
4

別紙4
3(3)

モニタリング
に係る書類

「図表2」に「市が確認し、承諾する」とありますが、報告書に関し
ては、確認だけで足りますでしょうか。例えば同別紙図表3において
は、報告書は「確認」で足りることとされていますので、再考頂けま
すようお願いします。

報告書は確認するのみとし、「承諾する」の文言は削除します。

113
事業契約書

（案）
1

別紙5
1

各業務に係る
対価について

サービス対価C～Gについて、従来型のPFI事業におけるパススルー方
式とは異なり、事業者の収益が含まれることを確認させていただけま
すでしょうか。（サービス対価C～Gの支払について、事業者は市に対
して請求書を送付することとされていますが、事業者の収益部分につ
いては費用の明細書等の根拠資料を提出できないことを予めご了承い
ただきたい。）
また、様式集（ワード及びエクセル）に関する質問への回答のNo.34
でお示しいただいた、『国土交通省資料「ＰＦＩ事業費の算定及び支
払方法の概要(案)」』によると、「その他の費用は、事業期間中、本
事業を実施するためにＳＰＣが直接必要とするＳＰＣの運営費(人件
費、一般管理費、事務費等)、法人税等(法人税、法人住民税、法人事
業税等の法人の利益等に対して係る税金)、ＳＰＣの税引後利益(株主
への配当原資等)に相当する額とする」との記載があります。本件に
おいては、様式7-3-2におけるC（統括管理業務のエ）がこれに該当す
るとという理解でよろしいでしょうか。

前段について、可能な範囲で明細書等の根拠資料をご提出いただくこ
ととし、詳細は協議します。
後段について、指摘の「その他の費用」について、様式7-3-2の記載
欄は指定しませんが、C（統括管理業務のエ）への記載でも結構で
す。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

114
事業契約書

（案）
2

別紙5
2(1)

サービス対価
の支払方法に
ついて（各

サービス対価
の支払方法/
サービス対価

A・B）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.240について、実際の支払いにおいては工事請負事業者等
に出来高に応じて消費税込みでの金額をお支払いすることとなりま
す。つきましては、質疑にて記載させて頂きましたとおり、100％分
に係る消費税額をお支払い頂けない場合、事業者が相当額を立替支払
う必要があり、事業採算性を著しく悪化させることになります。恐れ
入りますが再度ご検討頂けませんでしょうか。

サービス対価の支払いにつきましては、事業契約書（案）に記載のと
おりとします。

115
事業契約書

（案）
2

別紙5
2(1)1)

サービス対価
の支払方法に
ついて（サー
ビス対価A）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書(案）へ
の回答No.220について、念のため確認ですが、登録システムには複数
の口座を登録できるということでよろしいでしょうか。少なくても
サービス対価Bとそれ以外は別々の口座で受け取れるようお願い致し
たく、ご検討ください。

詳細についてはご相談ください。

116
事業契約書

（案）
2

別紙5
2(1)1)

サービス対価
の支払方法に
ついて（サー
ビス対価A）

サービス対価Aの支払いについて、年度末での出来形に応じて、貴市
が出来形にかかる工事の完了を確認するための検査を行った上で、支
払いを行うこととなっています。
本事業においては、複数の施設を段階的に整備することとなってお
り、施設によっては上半期で竣工して供用開始するものも想定されま
す。竣工時に限って、貴市の出来形に係る工事の完了確認及びサービ
ス対価Aの支払いについて、年度中間（9月末）での対応もご検討いた
だけませんでしょうか。

サービス対価の支払いにつきましては、事業契約書（案）の記載が原
則となりますが、対応につきましてはご相談ください。

117
事業契約書

（案）
2

別紙5
2(1)2)

サービス対価
の支払方法に
ついて（サー
ビス対価B）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.242について、事業者から市に請求書を送付するタイミン
グの記載が見当たりませんでした。恐れ入りますがどちらに記載が有
るかご教示頂けますでしょうか。記載が無い場合は、ご想定をご教示
ください。

サービス対価Bの請求書の送付時期は、各年度の1月1日、4月1日、7月
1日及び10月1日から30日以内」とします。別紙５を修正します。
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

119
事業契約書

（案）
4

別紙5
2(2)

サービス対価
の支払時期及

び回数

サービス対価Bの支払期間について、引渡しないし解体完了届の提出
翌年度より事業終了年度までと想定されているところ、引渡しないし
解体完了届の提出翌年度より10年程度に短縮化していただけますで
しょうか。

サービス対価Ｂは、支払期間を平準化するために割賦払いとしている
ものであり、支払期間はお示しているとおりとします。

118
事業契約書

（案）
3

別紙5
2(1)2)

サービス対価
の支払方法に
ついて（サー
ビス対価B）

サービス対価Bに含まれる割賦金利について、基準金利をTONAベース
ではなく、TIBORベースに変更していただけますでしょうか。昨年の
LIBOR廃止を受け、TONAは代替金利指標の一つとしてデリバティブ市
場などでは中心指標となってきていますが、その金利決定タイミング
が後決め（利払い日直前）であることから、ローンや債券などの現物
の貸出し市場では実務面に課題があり、金融機関によるTONA調達は限
定的で、一般にはTIBOR調達となっています。サービス対価Bは、貴市
に引き渡した施設の整備代金の割賦払いであるため、その資金調達
は、他の指定管理事業や運営権事業への影響を与えないように、貴市
の支払い条件と同条件で民間金融機関からの資金調達を考えておりま
すが、TONAベースですと、プロジェクトファイナンスにおいて、①金
利リスクがヘッジしきれない（TIBOR調達しかできない銀行の場
合）、②銀行の事務負担が重い（TONA調達＆貸出する場合）、③これ
らの理由によりシンジケーション団に参加できる銀行が限られる、な
どの理由から、借入スプレッド等の資金調達コストの拡大等が懸念さ
れるなど、資金調達に悪影響を与えてしまいます。国内主要プロファ
イレンダーに確認しましたところ、昨年以降、他のPPP案件でも、当
初TONAベースでの基準金利が示される案件が増えておりますが、基本
的に、各行、本件同様、TIBORベースへの変更をお願いしているとの
ことです。今後、TONAを用いた「前決め」金利指標であるTORFが有効
に機能してくれば、TONAベースでの貸出しも増えてくると考えられて
いますが、残念ながら、現時点では、TORFベースの市場取引量は限定
的であり、活用は難しい状況です。
現在の金融機関との協議では、TONAベースでの対応も不可能ではない
とのことですが、その場合には上述のとおりTIBORベースに比べて高
いスプレッドが設定されるなど資金調達コストの拡大により、事業収
支を大きく圧迫してしまいます。厳しい事業環境の中、何とか事業収
支を成立させたく、金融市場の実情もご勘案頂き、事業者の負担が少
ないTIBORベースへと基準金利を変更していただけませんでしょう
か。何卒、ご再考をお願い致します。

基準金利はTIBORベースを可能とします。
事業契約書（案）及び様式集を修正します。
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

120
事業契約書

(案）
別紙6

サービス対価
A,B,Eに係る
見直し指標に

ついて

サービス対価A,B,Eの見直しは、「建設工事費デフレーター」建設総
合とされていますが、指標によって反映する事項が異なることから、
一般財団法人建設物価調査会が公表している「建設物価/建築費指
数」等も含めた複数の指標を用いて見直しの要否を判断して頂けない
でしょうか。

業務内容（設計/建設、建築工事/土木工事）や対象施設（構造・用途
等）によって分けると複雑になるため、建設工事費デフレーターの建
設総合で一本化しています。

121
事業契約書

（案）
1

別紙7
2

プロフィット
シェアリング
の考え方（プ
ロフィット

シェアリング
の適用条件）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.269について、原文のとおりと回答いただいていますが、
当該利益還元を行う上で、法人税より優先されないものと考えること
から、税引後当期利益を基準にプロフィットシェアリングを行うこと
として頂けませんでしょうか。

プロフィットシェアリングの基準は税引前当期利益で変更しません。

122
事業契約書

（案）
1 別紙7

プロフィット
シェアリング
の考え方（プ
ロフィット

シェアリング
の適用条件）

（整備期間終了後）市と事業者との間で合意する各年度の事業計画上
の想定利益とありますが、具体的どのように、どのタイミングで合意
が図られるのでしょうか。
（6月13日事業契約書（案）に関する質問回答は最終年度分の還元取
り扱いに関する質問（No.266）含め「詳細は今後の協議」とされてい
ますが、協議のタイミングはいつになりますでしょうか。）

前段は、事業契約書（案）別紙７ ３ に記載のとおり「事業者は、還
元額が生じた翌年度中に、還元額、使途、還元の実施時期等を定めた
還元実施計画を作成し、市の承認を得ることとし、還元額が生じた翌
年度から還元実施計画に沿って実施すること」としており、計画の提
出時期は、事業評価報告書の提出（各年度終了後５月末まで ）を想
定しています。
後段は、事業者決定後の協議とします。

123
事業契約書

（案）
1

別紙7
3

プロフィット
シェアリング
の考え方（還

元方法）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.273について、協議とはいつまでになされるものでしょう
か。提案時より後になる場合、事業者の想定にて提案することとなり
ますことご了承ください。

提案時は、事業者の想定で提案してください。

124
事業契約書

（案）
1

別紙7
3

プロフィット
シェアリング
の考え方（還

元方法）

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」事業契約書（案）
への回答No.267について、事業者が特定事業契約を締結の上、緑地全
体の運営を担っているところ、事業者の意見が反映されることなく取
組実施の判断が下されることはプロフィットシェアの考え方と合致し
ておりません。使用用途および実施の時期等取組内容につきまして
は、協議の上事業者の意見が反映されることを条件として頂けません
でしょうか。

No122をご参照ください。

個別対話結果　30/44



令和4年9月14日_修正
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

125
事業契約書

(案）
1

別紙9
1.1

個別整備等期
間

本規定に基づき市に補償頂ける損害については、引き渡し前の本施設
（整備対象）に発生した損害だけでなく、当該不可効力に該当する事
由の発生が原因で、本施設（整備対象）又は本施設（解体・撤去対
象）に関して事業者に生じた損害も対象として頂き、更に本規定で対
象外とされている逸失利益及び特別の損害も補償の対象として頂けま
すでしょうか。

原文のとおりとします。

126
事業契約書

(案）
1

別紙9
1.2

個別維持管理
運営期間

本規定に基づく貴市の補償の対象となっている「追加的な費用」に
は、当該不可効力に該当する事由の発生が原因で、本施設（維持管理
運営対象）に関して事業者に生じた損害も含まれる理解でよろしいで
しょうか。

原文のとおりとします。
「本施設（整備対象）における損害」については、「引渡し前の本施
設（整備対象）」自体に生じたものが対象となり、「事業者に生じた
損害」を対象としているわけではありません。また、本施設（維持管
理運営対象）についても、「維持管理運営業務の実施のための追加的
な費用」を対象としており、「事業者に生じた損害」が対象になって
いるわけではありません。

127
様式集（エ
クセル）

様式7-2-1

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答No.14について、「物理的な根拠」に基づくとのことで
すが、必ずしも物理的な根拠にもとづく按分が正しいとは限りません
ので、「合理的な」として頂くことは可能でしょうか。

ご意見のとおり修正します。

128
様式集（エ
クセル）

様式7-3-1
消費税及び地

方消費税

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答NO.15について、恐れ入りますが、再考頂けますでしょ
うか。実支払額はAB合算での消費税となりますため、分けて記載する
ことは実態に即しておらず、更に、貴市想定の粒度に分けて細分化す
ることが困難なケースが想定されます。ご配慮頂けませんでしょう
か。

回答のとおりとします。

129
様式集（エ
クセル）

様式7-7-1
から7-7-8

サービス対価
の売上

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答No.32について、念のため確認ですが、様式7-7-10にも
同様の記載「※６　サービス対価の売上は、支給対象期間に支 払わ
れるものとして計算してください（10月支払（請求）の対価は当 該
年度の売上、４月支払（請求）の対価は、その前年度の売上）。」の
記載がありますが、これも削除されたものとの理解でよいでしょう
か。

ご理解のとおりです。

個別対話結果　31/44



令和4年9月14日_修正
■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

130
様式集（エ
クセル）

様式7-7-1
から7-7-9

割賦原価

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答No.34について、費用欄の「割賦原価」について、
「等々力緑地再編整備・運営等事業入札説明書等に関する質問（１回
目）への回答」の「様式（Word, Excel）に関する質問への回答」の
No.34で「引き渡しのタイミングでサービス対価A及びBにおける工事
原価をそれぞれ入力してください」とご回答いただいております。
引き渡しのタイミングでサービス対価A及びBにおける工事原価（＝AB
合計で100%分の工事原価）を入力するということは、売上欄の「サー
ビス対価A」「サービス対価B（元本）」についても合計額を引き渡し
のタイミングで入力すればよいという理解でよろしいでしょうか（即
ち、売上欄の「サービス対価A」「サービス対価B（元本）」は、支給
タイミングではなく施設の引き渡しタイミングで入力すればよいとい
う理解でよろしいでしょうか）

ご理解のとおりです。

131
様式集（エ
クセル）

様式7-7-11 割賦原価戻入

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答No.39について、資金計画書欄の「資金調達」に含まれ
る「割賦原価戻入」について、「等々力緑地再編整備・運営等事業入
札説明書等に関する質問（１回目）への回答」の「様式（Word,
Excel）に関する質問への回答」のNo.39で「税引前当期利益から資金
の増減を算出する方法として、割賦原価戻入の欄を設けています」と
ご回答いただいております。

・「割賦原価戻入」は主にサービス対価ABの収受を想定しているとい
う理解でよろしいでしょうか（ただしサービス対価Bの割賦金利は除
く）。
・税引前当期損益を算出する様式7-7-10（SPC損益計算書）におい
て、すでにサービス対価ABと割賦原価をそれぞれ計上する様式になっ
ております。従いまして、様式7-7-11の資金計算書の出発点となる
「税引前当期利益」にも既にサービス対価ABと割賦原価が考慮されて
いるという前提でよろしいでしょうか（その上で更に「割賦原価戻
入」欄で調整するという計算プロセスが分かりにくいためお伺いして
おります）

1点目はご理解のとおりです。

例えば2行に分けて、
「割賦原課戻入（サービス対価Aの収受分）」
「割賦原課戻入（サービス対価Bの収受分）」と記載いただいても結
構です。

様式7-7-11の資金計算書の出発点となる「税引前当期利益」では、施
設引き渡し時に売上と見なされる金額と、それに相当する割賦原価が
費用として計上されていると想定します。市の支給タイミングに基づ
くサービス対価ABは計上されないと想定しています。

132
様式集（エ
クセル）

様式7-7-11

SPC長期収支
計画表及び

サービス対価
支払予定表

「入札説明書等に関する質問（1回目）への回答」様式集（エクセ
ル）への回答No.43について、グランドオープンまでの工事にかかる
費用の支払を（市からの対価の受領等に合わせて）グランドオープン
後に行うことも想定され、令和13年度の投資CF（アウト）も大きくな
る可能性があるものと考えます。ご修正いただいたところ恐縮です
が、DSCR（各年）のインプットは令和13年度からとしていただけます
ようお願いいたします。

借入金の返済が令和13年度からスタートするのであれば、様式に関わ
らず、令和13年度から記載してください。令和12年度は空欄で構いま
せんが、返済が令和13年度から発生する旨、注記として記載しておい
てください。
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

133
補助金等の活
用について

SPCが事業を行う際に、国等の補助金の活用を検討する際には、貴市
にご協力をいただけることを確認させてください。

補助金の活用を検討する場合はご相談ください。

134
事業契約書

（案）
第102条2項

事業期間の延
長について

「事業期間満了時の5年前の応当日までに期間延長を希望する旨の書
面による申し出を行った場合、事業者は、事業期間の延長について市
を協議することが出来るものとする」とありますが、事業者が期間延
長を申し入れた場合には、30年間を上限に当該申し入れの期間に沿っ
て事業期間を延長いただけることとしていただけませんでしょうか。

本事業は、都市公園法で設置及び管理の許可期間が規定されているこ
とから、事業期間を30年間と設定しております。
本事業の事業期間の延長につきましては、事業契約書（案）で規定し
ていますが、現時点で、延長する場合の延長期間又は本事業を一旦終
了し契約更新として取り扱うか等の詳細は定めておりません。本市と
いたしましては、契約の終了及び終了に伴う措置についての協議の中
で決定していくものと考えています。

135 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

要求水準書12ページの「本事業の施設整備に供する土地は、設計及び
建設期間中（市に所有権を移転するまでの期間）無償で事業者に使用
させるものとする。」の記載箇所を言及したうえで、（施設を問わ
ず）施設整備期間中については、無償で土地を使用できる旨のお話を
いただきましたので、自由提案施設の施設整備に供する土地について
も、無償で使用させていただけるという理解でおります。

自主事業（自由提案施設）は無償の対象外です。
なお、運営権設定施設を含め、許可開始の時期は現地での着工時とし
ます。

136 入札説明書 14
2(11)
2(12)

事業期間終了
時

自由提案施設や事業者所有の什器備品等については、事業期間延長の
協議（事業契約書第102条第2項）において、事業終了時における貴市
又は貴市が指定する第三者による買い取りの判断（業契約書第76条第
3項及び第114条）がなされるという理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

137 入札説明書 15 2(13)ウ 自主事業収入

ネーミングライツ収入について、事業者が当該自主事業に直接紐づく
経費であることを証する書類（業務委託契約書等）を貴市に提出し、
貴市が当該自主事業に係る経費であることを認めた場合には、ネーミ
ングライツ収入から当該経費を控除した後の金額の50%を貴市に納付
する仕組みとして頂けませんでしょうか。
ネーミングライツ収入を最大化することが貴市・事業者双方にとって
有益ですが、最大化するための外部委託含む営業活動や命名権取得法
人との契約交渉等の費用をすべて事業者負担とすると、事業者として
は採算が見込めないリスクにより消極的な営業等にとどまり、結果、
当該収入の最大化が困難となります。

要求水準書に記載のとおりとします。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

138 要求水準書 15
第1

3.11.2

川崎市環境影
響評価に関す
る条例

今回の工事については、民間発注で行う工事であることから「川崎市
環境影響評価に関する条例」上の環境配慮計画書の作成並びにそれに
関する手続きは不要と考えてよろしいでしょうか。

関係条例により第１種行為に相当する場合は必要です。

139 要求水準書 39
第3

1.4.2
給水

新たに給水を引き込む場合、川崎市水道条例第32条３のただし書きよ
り、公共施設分については、水道加入金は徴収の対象にならないとい
うことでよろしいでしょうか。

加入金の免除につきましては、本市水道条例第32条第５項（水道条例
施行規則第52条）及び第７項に定めていますが、公共施設分について
徴収の対象にならない規定はありません。
なお、本市水道条例第32条第３項は、加入金の徴収ではなく徴収時期
について定めるもので、本市水道条例施行規則第51条（徴収時期の特
例）に条例第32条第３項ただし書きについて規定しています。

140 要求水準書 42
第3

2.1.2
釣り池の整備

要求水準では、底泥からの栄養塩削減のため、底泥改善（浚渫、覆
砂、干し上げ）を図ること。水質を維持し、アオコの発生を防ぐ工夫
を行うこと。に関連して、国土交通省の実証実験報告にて干し上げに
よる池の底泥改善効果が確認されており、底泥を空気にさらして乾
燥・酸化させることで底泥からの栄養塩類溶出を抑制できます。水位
を下げて浚渫を行うよりも、水位を下げた状態で天日乾燥させた方が
アオコ制御にも効果が期待できます。このため、今回釣り池の環境改
善整備は、必要に応じて浚渫を行わずに干し上げのみを実施する事で
の提案も可として頂けないでしょうか。

水質改善（底泥改善、水質維持、アオコ発生防止等）が図られる対策
につきましては提案可能とします。

141 要求水準書 51
第3
2.11

第2サッカー
場の整備

入札説明書等に関する質問（１回目）への回答（6.13付）にて
「現況の第２サッカー場の短辺方向の長さが、第１サッカー場と比較
して不足しており、利用環境の向上と大会が円滑に開催できるよう、
拡張する必要がある」との回答を頂いております。
利用環境の向上については、土のグラウンドを人工芝とすることで図
れると考えます。第１サッカー場、第2サッカー場ともにJFA基準を満
たすサイズになっており、円滑な大会開催には支障はないと考えま
す。また環境負荷低減のためにも既存施設の有効活用提案も可として
頂けないでしょうか。

本市といたしましては、第１と第２サッカー場で少年サッカーを含む
試合等が実施される際に、円滑な開催が確保されることが要求水準と
考えています。
ご提案につきまして、円滑かつ安全な同時開催が可能であることが確
認できれば可能とします。なお、当該施設は現状で物理的な制約（照
明柱等）があり、JFA基準を満たすことのみで要求水準を満たすこと
は難しいと考えています。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

142 要求水準書 66
第4
1.7

作業時間等に
ついて

川崎市週休二日制確保モデル工事施行実施要領については、今回の契
約がSPCとゼネコンの民民の工事請負契約となるため、適用が難しい
点が多いので、本事業は週休二日制モデル事業の対象外としてもよろ
しいでしょうか。

要求水準書の記載は変更しません。

143 要求水準書 69
第4

2.1.6
フィールドの
仕様について

スタジアムのフィールドに関して、要求水準書に「・・・幅の目安
は、以下を参考とすること。なお、同等の機能が確保できる場合は、
この限りではない。」とありますが、フロンターレと協議し、Jリー
グ開催時等の利用を考慮した上で、事業者側で保有距離を設定した提
案が可能と認識しておりますが、問題ないでしょうか。

ご理解のとおりです。

144 要求水準書 101
第4

2.9.1

既存駐車場の
使用機器の状
況

既存の駐車場で使用している機器について、事業期間開始時点で撤去
されているのか、残置されているのか、ご教示いただけますようお願
いいたします。

詳細は現事業者との協議によります。

145 要求水準書 140
第11
2.6.1

修繕業等

契約不適合責任期間（事業契約書案第59条8項に規定）経過後の「本
施設（整備対象）」、「本施設（解体・退去対象）」及び「任意投資
としての本施設増築部分等」に発見された不適合に該当する部分は、
要求水準書2.6.1に基づく修繕等業務の対象となる理解です。ただ、
当該不適合の修繕にかかる費用は、契約不適合責任期間経過後となり
ますので、サービス対価には含まず、別途貴市の負担であることを確
認させてください。

サービス対価Eに含まれます。なお、要求水準書第11　2.6.3 3)をご
参照ください。

146 要求水準書 157

第12
2.3.1

別紙28

再整備・新設
施設の
利用単位/利
用料金

テニスコート・サッカーコート・陸上競技場など再整備・新設される
施設に関する料金設定について、提案上は別紙28の内容にて提案する
ものの、事業者選定後、類似事例などと比較して安価なものは、事業
者とも協議させていただいた上で、貴市にて料金設定を増額されると
いう理解でよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

147 要求水準書 157

第12
2.3.1

別紙28

再整備・新設
施設の
利用単位/利
用料金

テニスコート・サッカーコート・陸上競技場など再整備・新設される
施設に関する料金設定について、事業者選定後、類似事例などと比較
して安価なものは、貴市にて料金設定を増額されると理解しておりま
すが、設置管理許可料（現行：100円/㎡・月、提案：200円/㎡・月程
度）と同様に、貴市が想定する料金を示していただき、それを上限と
した提案をさせていただけないでしょうか。
※ご提案する事業計画の蓋然性を高め、指定管理施設の収支改善にな
ると考えます。

No11をご参照ください。

148 要求水準書
163
168

第12
3.3.7_1)

川崎市都市公
園条例に基づ

く許可

事業者が自主事業として実施する場合には、貴市への許可料の支払い
は要さないという理解です。

行為許可料は要しません。

149 要求水準書
163
168

第12
3.3.7_1)

川崎市都市公
園条例に基づ

く許可

事業者が共催で実施する場合においても、事業者及び共催者共に、行
為許可の取得は不要であり、貴市への許可料の支払いは要さないとい
う理解です。

No148をご参照ください。

150 要求水準書 別紙11
維持管理業務
の仕様条件

要求水準の変更を伴う業務内容の変更提案について（例：要求水準上
年12回実施とされているものを年6回で提案する等）、利用者への
サービスレベルや業務水準の維持ができるものについては、変更の協
議が可能という認識でよろしいでしょうか。

No52をご参照ください。

151
事業契約書
（案）

21 第32条5項 設計

浮島指定処分地には搬出可能な土砂の基準が設定されており、今回の
事業用地で発生する土壌汚染の状況によっては浮島指定処分地以外で
の処分があり得ることを想定されますが、その場合も通常処分との差
額は貴市が負担いただけると考えております。

浮島指定処分地で受け入れができない理由により、本市が必要と判断
した場合は、本市が処分費の差額を負担するものとします。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

152
事業契約書
（案）

35 第59条
契約不適合
（既存本施
設）

事業契約書第59条に関して、「本施設（整備対象）」、「本施設（解
体・退去対象）」及び「任意投資としての本施設増築部分等」につい
てしか定められていませんが、「既存本施設」に関する契約不適合箇
所があった場合についての条項を追加頂きたくお願い致します。当該
契約不適合箇所は、本特定事業契約に基づく事業開始前から存在した
不適合箇所ですので、全て貴市の負担と責任において対応頂くととも
に、当該契約不適合箇所が原因でSPCおよび第三者に損害が発生した
場合は、貴市が損害賠償することを確認させてください。
尚、当該契約不適合箇所が判明した場合（公表済だが事業開始までに
是正されなかったものを含む）に是正のために必要となる費用は、
サービス対価には含まれず、別途貴市に費用負担を頂く理解ですの
で、その旨も条文に記載下さい。
理由の如何を問わず、当該契約不適合についてSPCが費用の負担及び
責任を、事業開始時に引き継ぐことは致しかねます。

ご指摘を踏まえ、事業契約書（案）に規定を追加します。既存本施設
については、追加された規定に定める範囲内で、市が契約不適合責任
を負います。

153
事業契約書
（案）

42 第71条4項
長期修繕計画
に基づく修繕
等業務

契約不適合責任期間（事業契約書案第59条8項に規定）経過後の「本
施設（整備対象）」、「本施設（解体・退去対象）」及び「任意投資
としての本施設増築部分等」に発見された不適合に該当する部分は、
本規定に基づく修繕等業務の対象となる理解です。ただ、当該不適合
の修繕にかかる費用は、契約不適合責任期間経過後となりますので、
サービス対価には含まず、別途貴市の負担であることを確認させてく
ださい。

サービス対価Eに含まれます。

154
事業契約書
（案）

44 第75条1項
整備等期間中
における任意
投資

自由提案施設について、法令等の基準を充足している場合は、施設規
模は民間事業者の提案によるものと考えてよろしいでしょうか。
（貴市による施設規模の制限はないことを確認したい趣旨です）

都市公園法の設置管理許可を受けられるものであること及び関係法令
の定めを満たしていることが前提となります。

155
事業契約書
（案）

44 第75条1項
整備等期間中
における任意
投資

事業提案書において提案した任意投資及び自主事業に関して、貴市の
承諾が得らず、これを理由に任意投資及び自主事業を履行できない場
合には、事業者による義務不履行に当たらないという理解です。

ご理解のとおりです。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

156
事業契約書
（案）

44 第75条1項
整備等期間中
における任意
投資

事業提案書において提案した任意投資及び自主事業に関して、貴市の
承諾が得られず、これを理由に特定事業契約書の締結を断念せざるを
得ない場合には、事業者の責めに帰すべき事由による特定事業契約の
不調ではないという理解です。

事業者の提案が事業契約書（案）第75条第1項各号の要件や要求水準
書等を満たす限りにおいて、ご理解のとおりです。

157
事業契約書
(案）

45 第75条2項
整備等期間中
における任意
投資

本施設（整備対象）のうち、事業者において新たに整備した箇所を除
き、本施設（整備対象）について原始的瑕疵を含む一切の契約不適合
責任は負わないものと理解しております。

No96の回答をご参照ください。

158
事業契約書
（案）

46 第75条3項
事業期間終了
時

本施設に係る増築等及び自由提案施設の設置は、公園施設として認め
られるものに限られるため、基本、公益性の高い施設であるため、事
業終了時に原則撤去とはせず、市又は市の指定する者に残存価値売却
することを原則としていただき、市が市又は市の指定する者に残存価
値売却することが不適当であると判断した場合は撤去するとしていた
だけないでしょうか。また可能であれば、不適当と判断される条件も
あわせて規定いただけないでしょうか。

No1、No23及びNo24の回答をご参照ください。

159
事業契約書
（案）

50 第83条2項
サービス対価
の改定及び変
更

利用料金の減免に関して、将来、利用料金の減免基準が事業者に不利
に変更された場合、当該変更は、「法令変更」（第83条第2項）に該
当する理解です。そのため、当該減免基準の変更に起因して事業者の
利用料金に係る収入が著しく減少した場合には、サービス対価の増額
について協議を申し出ることができる理解で宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

160
事業契約書
（案）

53
第88条2項

7号
提案の定めに
ついて

SPCの規模等に応じたガバナンス体制を構築するために、事業者の定
款に関しましては、「会社法第326条第2項に定める取締役会，監査役
及び会計監査人を設置する定め」についても、許容頂けませんでしょ
うか。

ご意見を踏まえ、事業契約書（案）を修正します。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

161
事業契約書
（案）

58 第95条2項
法令変更に伴
う追加的な費
用負担

利用料金の減免に関して、将来、利用料金の減免基準が事業者に不利
に変更された場合、当該変更は、本事業に直接関係する「法令変更」
に該当し、貴市の100％リスク負担となる理解です（別紙8①）。もっ
とも、第95条第2項は「追加的な費用」に限定したリスク分担となっ
ているため、減免基準の不利益変更によって生じた事業者の損害（逸
失利益）は補償されず、不合理な帰結となります（なお、もともと
「追加的な費用」に限定されているのは、一般論として法令変更に
よって直接的な損害が生じることはあまり想定されないためである理
解です。）。
そこで、貴市のリスク負担となる法令変更によって事業者に損害が生
じた場合には、当該損害についても補填して頂けるよう、第95条第2
項に定める「追加的な費用」とあるのは、「追加的な費用及び損害
（逸失利益を含む。）」に修正して頂けますようお願い致します。

原文のとおりとします。

162
事業契約書
（案）

59 第96条1項
不可抗力に該
当する事由の
発生

第96条第1項3号に定める「特定事業契約の履行のために追加的な費用
が必要であると判断したとき」には、自主事業の履行又は自主提案施
設の運営について損害や増加費用が発生した場合も含まれる理解で
す。念のため、かかる理解で宜しいかご確認ください。

第96条第1項第3号の「費用」には任意投資又は自主事業に関する費用
は含まれません（第75条第4項本文及び第76条第4項本文参照）。

163
事業契約書
（案）

69
第116条

1項
損失補償

第101条に基づく損害賠償請求では事業者に生じた逸失利益（自主事
業に係る逸失利益を含みます。）が賠償されるか明らかではありませ
ん。
この点、第104条に基づく市事由解除と第105条に基づく任意解除で貴
市の損害賠償責任に差を設けること（市帰責事由解除の場合における
貴市の責任を軽減すること）は不合理ですので、少なくとも、第104
条に基づく市事由解除の場合には、第116条第1項と同様に、逸失利益
の損害賠償を認めて頂けますようお願いします。

ご意見を踏まえ、事業契約書（案）第101条を修正します。
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回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

164
事業契約書
（案）

3
別紙5
2(1)2)

サービス対価
の支払方法に
ついて（サー
ビス対価B）

基準金利を東京スワップ・レファレンス・レート（T.S.R）TONAベー
ス25 年物（円/円）金利スワップレートとするとされている一方で、
基準金利の設定日より５年毎の年度末に各基準金利の改定を行うとさ
れております。25年で固定化したものを5年毎に固定化し直すのは、
不要なファイナンスコストの増加につながるため、基準金利を5年毎
に改定する場合には5年物のレートの採用をお願いします。もし25年
物のままということであれば、金利の見直しは行わないようにしてい
ただけませんでしょうか。

金利の見直しは行わないこととします。

165
事業契約書
（案）

1
別紙6
1(1)

金利変動に伴
う改定

様式上の基準金利は0.735%とされているところ、実際の基準金利がそ
れを上回った場合には、提案時の予定価格を超えてサービス対価Bが
支払われるという理解でよいか、念のため確認させてください。

ご理解のとおりです。

166
事業契約書
（案）

1
別紙6
1(2)3)

物価変動の取
り扱い条件

整備業務の対価の改定方法のうち、エやオが適用される期間の定めが
「工期内に」変動が生じた場合となっていますが、「整備等期間内」
に変動が生じた場合と修正いただけないでしょうか。

「工期内に」を「整備等期間内に」に修正します。

167
事業契約書
（案）

3
別紙6
2(1)2)

維持管理業務
の対価の改定
指標について

サービス対価Fの改定に使用する指標について、今後協議の上、業務
区分の細分化や、現状定められている指標以外のものを指標とするこ
とは可能でしょうか。
例えば、清掃業務については「企業向けサービス価格指標（日本銀行
調査統計局）」の参考指数のうち「清掃（官公庁向け）」を使用する
等

事業契約書（案）別紙6　2（1）2）に記載のとおり、必要が生じたと
きは、その後の対応方法について市と事業者で協議を行います。

168
事業契約書

（案）
1

別紙7
2(2)

プロフィット
シェアリング
の適用条件

プロフィットシェアングの計算の際は、過年度に事業純損失を計上し
ている場合、当該損失を期限を儲けず繰越し充当できることとし、当
該損失充当後の利益と単年度事業計画との比較を行うようお願い致し
ます。

損失は繰越さないものとします。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

169
事業契約書
（案）

(新設）
引渡しの状態
について

現状の事業契約書（案）には、事業開始時の引き渡しの状態について
の記載がございませんので、事業開始時の本施設及び付随する什器・
備品に関する引き渡しについて規定頂きたく存じます。
なお、引き渡しを受ける本施設については、現施設の利用者・管理者
は、契約終了時において原状回復（通常損耗は含まれない）および貴
市の所有物以外の什器・備品等の撤去はなされた状態で引き渡される
ものと理解しておりますので、その旨も併せて規定頂きたく存じま
す。

ご意見を踏まえ、第68条を修正します。

170
様式集（提
出書類・記
載要領）

9
第2

1.(3)

入札関係書類
のインデック
スについて

「各様式の間にはインデックスを入れる」とありますが、インデック
スは枝番様式までとしていただけますでしょうか。（様式7-1、様式
7-2、様式7-3…にはインデックスを付けるが様式7-2-1等の孫番様式
には付けない）
全ての様式にインデックスを入れることにより、例えば「入札価格の
内訳に関する提出書類」は53ページ（＋適宜）に対して30枚のイン
デックスが必要になり、かえって閲覧しにくくなると思われます。

ご指摘の枝番様式までのインデックスで結構です。検索しやすいよう
にインデックスを付けてください。

171 入札説明書 7 2(5) 土地使用料
自由提案施設は、確認申請から着工まで期間があくケースも想定され
ることから、他事例を参考に、設置管理使用料は着工時からの発生と
していただきたく、ご検討をお願いいたします。

No135をご参照ください。

172
事業契約書

（案）
62

第103条1項
7号

事業者事由に
よる解除

「事業者の経営状態が著しく不健全で、特定事業契約を継続すること
が適当でないと市が認めたとき」が、事業者に帰責性のない要因（不
可抗力、法令変更を含む。）により経営状態が著しく不健全となった
ことを理由として事業契約が解除された場合、現在の規定では、第
115条により違約金の支払義務を負うことになりますが、このような
帰結は、原因に置いて帰責性がないという観点からも、また経営状況
が著しく不健全となっていて支払原資が乏しいという観点からも、事
業者に酷かと存じます。（なお、他のコンセッションの例でも、原因
における帰責性を問わず運営権者（又は事業者）の経営状況や財務状
況が悪化した場合を直接的に運営権者帰責（又は事業者帰責）の解除
の対象としている例はないのではないか存じます。要因が不可抗力・
法令変更等であればそれらによる解除と同様の効果とすることも考え
られますし、本号の場面は公益的な見地から解除する場合に近い場合
もあるように思われます。）
「事業者の経営状態が著しく不健全であること」を本項に列挙してい
る趣旨、及び、実際に事業者に帰責性のない要因により事業者の経営
状態が著しく不健全となった場合に貴市としてどのように対応される
想定かご教示頂けますでしょうか。

基本的には事業契約書（案）に定められたとおりの対応になります。

個別対話結果　41/44
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

173
事業契約書

(案）
60 第101条1項 損害賠償責任

「市及び事業者は、相手方が特定事業契約に定める義務に違反したこ
とにより自らに損害が発生した場合には、相手方に対して損害賠償を
請求することができる。」場合に、事業者が市に請求できる損害賠償
の対象は、「任意投資としての本施設増築部分等」若しくは「自由提
案施設」において発生した損害も含まれており、市に補償頂く対象で
あることが確認できましたが、明確化の為、その旨事業契約に明記す
ることもご検討頂きたく存じます。

明記することを検討します。

174
事業契約書

(案）
1

別紙7
2(2)

プロフィット
シェアリング
の適用条件

「市と事業者との間で合意する各年度の事業計画」については、「事
業者が合理的な内容で策定する各年度の事業計画」に修正いただけま
すようお願いいたします。

原文のとおりとします。

175 要求水準書 140
第11
2.6.1

修繕業等

不適合の修繕にかかる費用は「サービス対価に含みます」とのことで
すが、それでは、契約不適合責任期間経過後に発見された「本施設
（整備対象）」、「本施設（解体・退去対象）」及び「任意投資とし
ての本施設増築部分等」の欠陥等を実質的に事業者が負担することに
なってしまい、「契約不適合」規定が形骸化致します。当該欠陥等の
費用負担は、所有者である貴市が対応すべき事項であり、改めて、
「サービス対価に含む」のではなく、「別途貴市負担」となる旨を確
認させてください。

No145をご参照ください。

176
事業契約書
（案）

42 第71条4項
長期修繕計画
に基づく修繕
等業務

長期修繕計画に基づく不適合の修繕にかかる費用は「サービス対価に
含みます」とのことですが、それでは、契約不適合責任期間経過後に
発見された「本施設（整備対象）」、「本施設（解体・退去対象）」
及び「任意投資としての本施設増築部分等」の欠陥等を実質的に事業
者が負担することになってしまい、「契約不適合」規定が形骸化致し
ます。当該欠陥等の費用負担は、所有者である貴市が対応すべき事項
であり、改めて、「サービス対価に含む」のではなく、「別途貴市負
担」となる旨を確認させてください。

サービス対価に含みます。なお、要求水準書第11　2.6.3 3)をご参照
ください。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

177
事業契約書
(案）

45 第75条2項
整備等期間中
における任意
投資

「既存本施設の一部が再整備完了後の「本施設（再整備対象）」とし
て残る場合」の意味につき、事業者の再整備により一部でも既存本施
設が残る場合という意味で宜しいか念のため確認させてください。

再整備による改修等の対象とならずに残った部分について、ご理解の
とおりです。

178
事業契約書
（案）

35 第59条
契約不適合
（既存本施
設）

「既存本施設のうち整備業務による解体・撤去又は改修の対象となら
ない部分については市が契約不適合責任を負います。」とのことです
が、「整備業務による解体・撤去又は改修の対象部分」であっても契
約不適合責任の危険負担は市が負うものという理解です。現状の整理
では、仮に当該部分にある契約不適合が原因で、第三者に損害が発生
した場合、事業者が損害賠償することなりますが、これは、本特定事
業契約に基づく事業開始前から存在した不適合箇所に起因するもので
すあり、事業者が責任を負う事象ではない理解です。繰り返しになり
ますが、理由の如何を問わず、当該契約不適合について事業者が費用
の負担及び責任を、事業開始時に引き継ぐことは致しかねます。改め
て、「整備業務による解体・撤去又は改修の対象部分」であっても、
貴市が契約不適合責任を負うこと、当該契約不適合箇所が判明した場
合（公表済だが事業開始までに是正されなかったものを含む）に是正
のために必要となる費用は、サービス対価には含まれず、別途貴市に
費用負担を頂くことを、確認させてください。

既存本施設の事業者への引渡し後、市は修正後の事業契約書（案）に
定める期間及び条件に従い、契約不適合責任を負いますが、市の契約
不適合責任期間の経過後その他市が責任を負担しない部分に係る修繕
等は事業者にて実施していただきます。

179 入札説明書 7 2(5)
指定管理者の
権限

入札説明書によると、本事業では、市が事業者を地方自治法第244 条
の2 第3 項に基づく指定管理者として指定する予定となっています。
指定管理者は、公の施設の管理者であることから、指定管理の業務を
行う際に必要な設備や備品等の設置においては、占用料の支払いは要
しないことを確認させてください。

指定管理者が指定管理業務において必要となる設備や備品等の指定管
理範囲内への設置については、市への使用料等の支払いは必要ありま
せん。
なお、自主事業に必要な設備等を設置する場合は市への使用料等を支
払う必要があります。

180 入札説明書 7 2(5) 土地使用料

市としては、緑地内の設置許可使用料及び管理許可使用料は200円/
㎡・月程度とすることを想定していると記載いただいていますが、条
例変更の結果、200円を超える単価（例：220円/㎡・月）となった場
合には、法令変更に該当するものとし、事業者の費用が増加した部分
については、条文に則り貴市にて負担いただけると理解しておりま
す。

ご理解のとおりです。
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■個別対話における確認事項への回答

回　　　答No. 資料名 該当箇所 質問内容

181 要求水準書 157

第12
2.3.1

別紙28

再整備・新設
施設の
利用単位/利
用料金

テニスコート・サッカーコート・陸上競技場など再整備・新設される
施設に関する料金設定について、事業者選定後、貴市にて施設内容や
類似事例を基に、料金設定を増額する条例改正を行うため、現状の料
金設定で提案することと回答をいただきましたが、事業者が自らのリ
スクのもとで、想定する料金設定の上で事業収支を策定し、提出する
ことを認めていただけますでしょうか。

No11をご参照ください。

182
事業契約書
（案）

別紙5
サービス対価
の支払方法

設計業務については、要求水準書のとおり事前調査業務、設計業務
（基本・実施）等があり、令和５年度から事前調査業務、基設計業務
が必要で、かつ各施設の着工時期が異なるため、令和１０年度まで実
施設計業務が発生する見込みです。そのため業務対象期間を令和５年
度から１０年度としていただき、各年度の業務に対して、翌年度支払
いとしていただけますようお願いします。また、令和５年度から一定
の業務量が発生するため、令和6年度の支払いも可能としていただく
よう合わせてお願いします。

実施設計以外の設計業務につきましては、サービス対価Ａとして支払
いはできません。整備業務に関するサービス対価Bとして支払いま
す。
サービス対価Ａの支払対象となる実施設計業務の対象期間につきまし
ては、事業契約書（案）別紙を修正します。なお、令和５年度に完了
する業務の令和６年度の支払は可能です。詳細につきましてはご相談
ください。

183
事業契約書
（案）

別紙5
割賦金利の
弁済方法

弁済方法を「元利均等弁済」ではなく「元金均等弁済」に変更して頂
けないでしょうか。貴市の割賦払い分は同条件にて、民間金融機関よ
りプロジェクトファイナンスで調達することを想定しております。銀
行に確認しましたところ、元利均等の弁済条件で、実行日の2営業日
前など直前で金利が確定する場合、各返済期日における元本返済額も
直前まで確定しないとこになり、ローンの実行に向けた事務手続きが
非常に煩雑になります。また、それでも金利見直しが無いのであれ
ば、なんとか対応も可能だということですが、仮に、5年や10年毎な
ど、途中、金利の見直しが発生する場合、その度に元利金の支払いス
ケジュールが変更されることとなり、シンジケーション団各行での事
務対応が可能か否か確認が必要になるなど、大きな問題になるようで
す。資金調達をスムーズに行い、本事業の効率性を高めるためにも、
元金均等弁済への変更をお願い致します。

本事業では、本市が年度当たりの支払い金額平準化のため、元利均等
弁済の支払いとしております。

個別対話結果　44/44


